鉱毒事件と地方政治 by 渡辺,隆喜
一鉱毒事件と地方聯
















じ め に … … … … ・・♂… ・… … ・… … ・… … ・∵… ・・… ・… … … ・… ・… … … … … ・・… ・・… …1
鉱 毒 事 件 の 発 生 と 県 会 … … … … … ・… ・… ・… … … … ・… ・… … … … … ・・… ・… … … ・… … …4
鉱 毒 停 止 請 願 運 動 の 発 孟k… … … … ・・… ・… … … … … ・・… … … … ・… … ・… ・・… … … … … …11
直 接 請 願 運 動 の 展 開 ・・… … … … ・… … … … … 卿 ・… ・・… … … … … … … … ・… … … … … ・…16
立 憲 的 運 動 と そ の 限 界 … … … … … … ・・… ・… … … ・… … ・… … … … ・・… … ・… … ・… … … …29
川 俣 事 件 と 直 訴 … … ・… … … … ・… ・… … … … ・… ・… … … … … ・・… ・… … … … … … … … ・…39
む す び に か え て … … … … ・・… … … … … ・・… ・・… … … … … … ・・… … … … … … … … … … … ・42
鉱毒事件と地方政治
`
渡 辺 隆 喜
は じ め に





















この観点についてい くつかの点 で疑 問を もつが,そ れは別 の機会 に触 れ(Dたので,本 書の主張点
の うち最大点 ともい うべ き点を指摘すれば,明 治29,30年頃を契機 とす る二流名望家の集団た る自
由党(憲政党→政友会)の民党路線放棄と,一流名望家層の改進党(憲政木見=進歩派)の民党路線
の持続とを 前者の二流ゆえの徽 ほしさと,儲 の一流ゆえの撤 と雌 からくる余裕と謝 け




あま り,か え って政 治家個 人の資質 や社会 的ステー タス万能史 観 にお ちい ってい るといわ ざるを得















































































































































































































































































































































































































































































































































と こ ろで, 明治30年前後の地方政治の一般的状況を地方財政 との関連でみれば第一哀めようにな
る詮1蜘 に碑 ば地旅 醜 類1ま朋 治25鞭 の18・2万円余か ら3・鞭 には4・5万円余1贈 太 し・
35年度 に は5153万円余 へ とさ らに増力IIし,10年間 で2.86倍にな り,・1人当'りの歳 出額 も57銭5厘 よ
り i円16銭9厘 へ と増大 す るので あ る。 くわえ て地方債 も増大 し,26年度 の総額509万円余 に対 し
35年度 は3318万円余 と実 に3・6倍に急増 す る。
「
このような地方財政上の歳 出 ・地方債の増大は主 に
地租によ6て 支え られていた。国家財政においても明治35年度歳入中の56パごセ シトは租税収入で
賄われたが, その中の31パ二七 ン トにあ た る4684万円余 は地租 で あ った。'また 「地貌 は実 に地方 政
務維持の唯一の購 」・・)であ り,地方財政において明治35鞭 にかけての畑 膨張ぽ 必然的に地
租 増徴 を と もな ってお り, この増額 は826万日余 に達 して いた。
これを地域別にみれば;・明治25年よ り35年にかけて10年間の財政上の伸びは・中部地方 の諸県 に
も っ と も高 く, これに九 州,近 畿地方が続いていた。 これに相応 し中部,九 州で は地租増額 も 多
い。だが 「人当 りの歳 出額をみれば,中 部地方についで:東北地方,近 畿地方が高 くな6て いる0こ
れ らの地域では人Uに 応 じた支 出の増大がみ られ るのであって,そ れだけ負担増に も帰結する。本
稿の対象 とす る栃木県 は平均以下の伸び率とは云 え,10年間に2倍 以上 となり・地租:負担の重圧は
確実に全国並みにうけた地域であった。
い ま,「全 国道路 の遠 路5年 の刀 日を積 み, 各府県の農民に就 き実地調査 を な し,'平均を算出 し
たるr壱町の醜 を帥 する農民 岬 の峨 計肺 』」㈹を掲げれ聯2表 のようになる・この融
L.}
第2表 自作農年間収支計算表(明治25年)
_r・ 一 一 ・・一」
-一
収 入1 支 出
一,一
209円 反当6俵 収入米24石 ウチ5石 家旅銀 22円83銭 地租公納金
米19石 版売価 8円14銭4厘 地方税公納金
56円 反当3俵 収入麦12石 ウチ4石家族食:
巴
6円5銭4厘 村税 〃
1118石版売価 511190銭 協議費公費.用 水路修繕公費・神社費
2円10銭 畦畔大豆収入5斗2斗 味噌用 公費,赤 十字麟金公費
3斗販売価 49Fj50銭 肥料 代
13円 米麦の藁および纏の販売価 27円 牛(ま たは馬)1疋 の飼料















によれば,所 有地1町 歩 をすべて上田 とみな し,し かも二毛作地 と して計算 したため,現 実よ り収
入を多 く見積 っている点 に難点が あるが,支 出に耕作 および夜 なべの多忙 のため購入せ ざるを得 な
いものと して薪代 を計上 したり,雑 費を見込んでい る点 よ りみれ ば,現 実 には山林原野の所有 も考
え られるので,家 計規模 は縮小 されて赤字化 したものと思 われる。
この調査 によれば・赤字 の補填を 「1×365日苦 々営 々と して,家 族 総係 りを以て稼稻 に従事 し,
而して其相々農閑を得るの時は,乃ち以て養蚕 機織 鷲編 縄綱,草鞍作等に従事して若干の金
を得 て,其 農業 よ り生す る生活費の不足 を補ひつつあれは こそ,以 て其生 計を立つ ることを得 る も
の」㈹ としてい る。地租軽減 による行財政整理 は焦眉 の急にあ る,と い うの で あ る。 と くに諸議会
の選挙権を もち,各 種の名誉職 に就任す る農民中流の柱礎た る中農 の動揺 こそ,地 租 軽減 によって
くい止 め ね ばな らなか った。
このような状況 は,日 清戦争 後の戦後経営 によって過速度化 され た ものであったか ら,地 方政治
への影響 も少 な くはなか った。 日本資本主義の確立 にともな う農村の現状 は,よ うや く歴史的役割
を逆転 される時期 に到達 したので あった。鉱毒事件 はまさにかか る時期的背景 の もとに発生 し展開
したの であ る。 ・
〈注)
(1)拙稿 書評 「有泉貞夫著r明治政治史の麺礎過程』」歴史学研究499号
(2),(3},(4)高橋秀臣著 「地方歳出並 に農家経済 の実状 と非地租継続論」
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1.鉱 毒事件の発生と県会
明X12;3年頃,魚 類の浮上を契 機に明 らかになった渡良瀬川 の鉱 毒被害 は,そ の後,徐 々に顕
在化 し拡大 していった。15年頃 よ り18年頃 まで魚類 の減少 に足尾銅山 との関連を疑 っていた沿岸の
入kは ・19年には明確 に鉱毒死 によることを認識 し,20年頃よ り有識者 の間でよ うや く討論 され始
め るのである。 当初,上 流地域 にお ける魚類被害 と して しか問題 とな らなか った鉱毒被害が,生 物
まで汚染 し人体への影響 まで心配 され るよ うにな ったのは,朋 治23年の大水害を契機 としてであっ
た。従来,上 流 の足利,梁 田郡の問題 であ った鉱毒 は,こ の大水害 によ って下流の安蘇 郡や下都賀
墜
郡 に拡散 され,被 害を一層拡大するにいた った。
後に鉱毒被害 に気づいた人 々によって調査 され た被害額 の変化 を,年 次別 にみれば第3表 のよ う
になる。調査基準 が明 らかで ないが,一・応 の 目安 とな るので これによ り被害 の推移をみれ ば,渡 良
瀬川全 体の被害は明治13年に始 まり,20年以降拡大す る。 それ まで被害反別 は変 わ らずT鉱 毒被害
歩 合1`応じて損害金が増大 していたが,20年を境 に被害反別,損 害金 ともに増大 し,23年の大水害
を契機 にそれは飛躍的に変化 す る。 その後 も累積 された被害数 は29年の大洪水 を経 た30年度には,
損害金額は482万円余 に達 し,23年度損害の実 に15倍強 にもなるのであ る。
この ような状況 に飛躍的に変化す る前 の231=1jJ,す で に東京今川小路の玉川亭 に有識者 が会合
し 栃漁 の 「三郡の人・は段々に期 因を探究し,羅 銅山にて製鋼の際 其の騰 を同河に流
出するを以 て・ 其の毒のためな ることを発見 し,爾 来頻 りに苦情 を唱へ 古河氏 に向て同業中止 の
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第7r表 栃木 ・群馬 ・埼玉茨城県鉱毒被害 の変化;
嶺.===「.鉱毒歩合 被害反別 損害金額
明治13年 0.1 9,701反 1,012円
14 0.3 9,701 3,077
15. 0.5 9,701 5,118







19 5 臼,701 51,177
2C 8 10,913 81,883
2i 17 12,126 174,002
22. 21 ,14,978 214,944,





2ポ 95 64,198 982,599
26 105 74,898 1,074,7181
27 126 81,8?7 1,289,662
駈
28 、14i 104,857 1,504,605
29 166 335,964 3,259,970
30 47] 335,964 4,820,878
無額(鉱毒被害調査雑綴)佐野市舟津川開日家文書
談判を為」 していた。『同年4月 には足利郡吾妻村では臨時村会を開 き,'県知事宛 に 「丹Y」 に関
する上申書を提鐵し危機を訴えたが, 8月の大水害は広汎な人々を鉱毒除害運動に立 ちあが らせ る
契機 とな った。
群馬 県で は12月に新 田,邑 楽, 11i田三郡連合相談会が開かれ,栃木県では吾妻村会で再び 「丹饗 ,
毒」に関する上申書を提出し,梁田郡毛野村では渡.良瀬川の水質試験を宇都宮病院に依頼 した。栃
木県会においても 「害毒除却ノ方法斎関 シ適当ノ処分」(n法を設け る よ う 「丹碧毒 ノ義二付建議」
が知事宛 に出されている。
明治24年には3刀 に,群馬県で渡瀬村 ほか三村が知事および農商務大臣へ請願を行 い,栃 木県で
も足利,梁 田村,吾 妻村三村が連携 して鉱毒被害の調査を行い, その結果をもって公然たる運動を
行 うことを申し合わぜ 毛野村の集会で足尾銅山に出張 し鉱毒流出の原園を さぐること,鉱毒の土
砂を農科大学に分析を依頼 し救治策をたてること,それ ら費用は3 力村の有志者の義掲金で支弁す
る こと等 を決 めて い売。
栃木県ではこれ ら3力村を中心とす る運動や,吾妻村からの鉱毒被害の実態調査を願う再度の陳
情 を うけて,知 事 の安蘇 ・足利 ● 梁田郡の沿岸村巡回が行なわれ, その結果,'臨時常置委員会が開
かれ鉱毒被害調査費が組まれ,、調査のための雇技師の据膳が決定 された。これを うけて4月 末 に坂
野農学士が調査に来県 し,また3 力村より土壌分析を依頼 され た農科大学教授古在由直の.「被害
の原因全 く銅の化合物にある」とする調査報告旭 6月1旧 に もた らされてい る。
安蘇郡の場合,こ の年2月 に植野村舟津川では大洪水後の泥土分析を栃木県立病院 に依頼 してお
一5一
第1図 明治24年「鉱毒被害村有志会」組織図(安蘇郡)
塵 」H常 任委員9名1一構 願委員・名1噺井駄 郎(縣)
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り,犬伏町では洪水防禦のための築堤請願運動が始め られていた。9月 には足利 ・梁 田郡の村 々に
呼応 して 「鉱毒免除請願運動」に立 ち上 ってい る。郡内の被害地植野村,犬 伏町,1界村 の町村長,
町村会議 員有志が 「三役場一致運動」を申し合わせたのは9月15日の ことであった。
この時 よ り3町村 は各町村 ごとに運動の進あ方が審議 され,25日には界村に3町 村が集会 し 「鉱
毒被害村有志会」が組織 され,公 益 を害す る足尾銅山の採掘停止を農商務大臣に請願することを決
定 した。'これにもとづき請願委員が選挙 され,'新井保太郎(植 野村長,県 会議員),川 島治平(犬
伏町,集 会議員),須 藤新三郎(界 村長)が 当選 した。 当時の請願運動の推進組織は第1図 のよう
になっている。
犬伏町 の場合,被 害大字か ら町会議員,区 長,伍 長 らの委員が選出 され,そ の うえに町長 と常設
委員の町会議員2人 が常任委員 と して連動の中心 になった。有志会 とい う名称ではあ った規 町村
の行政機構がその まま利用 され たのである。 これ ら委員は 「鉱毒除却委員」 と称 され,か っての築
堤請願委員が就任 したが,こ の運動は11月の被害地調査の結果をふ まえて,12月にはいって進展す
る。 これよ り前の10月には梁田郡で も鉱毒被害村有志会 が組織 され,.栃木 ・群馬県下 の被害村と回
顧
マの運動 をすべきことを決議 していた。
ところが9月21日に,梁 田郡梁田村 に安蘇 ・足利 ・梁田郡の被害者総代 が会合 し,運動を推進す
るための委員会組織 と運動方針 が協議 されていたにもかかわちず,3郡r致 の運動 とはな らず 結
果 において安蘇郡3・力町村 と梁 田郡の数村のみが鉱毒被害村有志会を組織 し,他 の町村 と別行動を




兵衛(自 由党) 派 との対立が尾をひいていた。
栃木県第3区 に属す る足利 ・梁田 ・安蘇3郡 は大同団結運動以痢 県会議長田中正造(旗 川村)
や新井保太郎 (植野村),川島治平 (犬伏町), 山口信治(梁 田郡御厨村)の 県会議員を中心 とす る
改進党系の明治倶楽部 と,足 利郡や安蘇郡北部の有志者を中心 とする自由党系の晃陽 自由倶楽部 と
が対立 し,第1 回総選挙 においては前者の推す田中正造が797票を得 後者の推す木村半兵衛(672
票)を 敗 っていた。選 挙当時, 安蘇郡選 出の県会議員は田中,新井のほか関口忠太郎(氷室椋 改
進党),清 水 多一郎(田 沼町, 自由党系中立派) にかわり,層田中正造当選後は天海浜吉(赤 見村,改
進党)が そのあとを埋 め,圧 倒 的に改進党系勢力の優勢な郡であった。彼 らを主体としてこの年11




田中正造の得票をつ うじて改進党系の地盤をみると,明 治25年2月の場合はつぎのよ うになって
いる。第2回 衆議院総選挙における第3区 の町村別得票を示 した第2表 でこの点についてみれ ば
田中正 造 は得 票733票,木村半 兵衛 は643票であ る。両者とも得票総数は第1回 に比べ減 した携 減
少率は田中側に高 い。 この内容 をみると,安 蘇郡は木村票49票に対 し,田中票593票で田中票が圧
倒的に強 く,逆 に足利郡,梁 田郡では木村が田中を圧倒 していた。木村 の地盤 と も云 うべ き足 利,幽
梁田両郡で田中票の多か ったのは安蘇郡に隣接す る吾妻枯 富田村のほか久野杜 御厨村などであ
る。 これ ら4力村の田中支持者 と鉱毒停止運動の関係は現在のところ不明である旭 相当密接 な関
係にあったものと思われ る。吾妻村の被害大字や久野村が当時か ら田中派 として運動を共 にしてい
た ことが判明す るか らであ る。当時の選挙戦 は,田中派は'「木村半兵衛の金穴は矢張 り渡良瀬川の
第4表 明治25年栃木県第三区衆議院議員総選挙所村別得票葬
詳 攣1田柾 遺票1 木村半兵衛票 郡町村 候補者 田中正造票 木村半兵衛票
佐 野 町 36 .2 毛 野 村 0 67
植 野 村 156 2 足 利 町 0 79
犬 伏 町 36 o 北 郷 村 0 102
堀 米 町 10 12 坂.西 村 2 56
界 村 17 0 三和 ・菱村 0 26
旗 川 村 72 0 小 俣 村 0 42
赤 見 村 70 3 足利郡合計 54 441
常 盤 村 26 11 梁 田 村 4 29
氷 室 村 io 2 久 野 村 53 15
田 沼 町 76 1 御 厨 村 14 45
野 上 村 10 4 筑 波 村 8 39
卍
新合飛駒村 21 1 山 辺 村 6 28
三 好 村 26 0 梁田郡合計 85 156'















水源な り」ωと暗に木村 が古河市兵衛 と結託 したことを攻撃 してお り,ま た,栃 木県知事,警 察署
長を先頭 とする選挙干渉は,「民党の集会は極力干渉」㈹ する方針の もとに,吏 党 と目された木村派
に対 し,民 党を公称 した田中陣営がね らい うちにあ っていた。
この総選挙の実施された25年2.月,栃木県は自 ら農科大学 に依頼 した渡良瀬川沿岸被害 の 原因
力乳.鉱毒 にあるとする調査結果を得て,県 会議員 による鉱毒被害調査の査定委員会を発足 させ た。
調査の結果 明 らかになった16万円ほどの損害は,古 河市兵衛 に弁償 させ るべきとして,3月 には査
定委員会は仲裁委員会 になることを決定 した。 この仲裁委員会 のメ ンバーはつぎのとお りである。
'
<仲 裁 会 メ ンバ ー 〉
委員長 折田 平内(栃木県知事)
委 員 中山丹次郎(河 内郡 自由)議 長
横尾 輝吉(上都賀郡改進)副 議長
田村順之助(下都賀郡自由)
・矢 島 中(河 内郡 自由)常 置委員
久保三八郎(芳賀郡 改進)




早川 忠吾(足 利郡 自由)
川 島長十郎(足 利郡 自由)
影山禎太郎(足利郡 自由)
広瀬 孝作(足 利郡 自由)
出口 信治(梁 田郡 改進)常 置委員




須 田治右衛門(寒 川郡 自由)
檜 山六三郎(塩 谷郡 自由)
i会 議員中の正副議長 と被害地安蘇 ・足利 ・梁田3郡 選 出の全県議 お よ び そ の他各部1名 で組織
し,知事を委員長 と
,
した。総勢19名の仲裁委員の うち清水 多一郎,川 島長十郎は会合 に出ず して委
員 を辞 し, 田村順之助,塩 谷道博,久 保三八既 須 田治右衛門 らは 重ジ.2回の会合後辞 任 した。仲
敷金 に対す る当時 の県下世論の悪感情 によ る辞任 といわれている。
この仲裁会の仲裁方針は国家経済上あ一大富源としての足尾銅山の営業の伸長と,被害民岱の損
害賠償 にあったか ら,は じめか ら古河 との協調路線 に立 っていた。 同月,足 利 ・梁田郡 に鉱毒被害
をめ ぐって西郡同盟会 が組織され,田 中派県議を きらい仲裁会か らわか・れた足利郡選 出の県会議員
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早川忠吾,影 山禎太郎,広 瀬孝作を中心 に,4刀 には両部鉱毒査定会が組織 され,古 河 との協調に
よる示談を進あよ うとした。
これに対 し安蘇郡は足尾銅山採鉱事業停止の請願運動を展開 しており,5月 初旬 に農商務大臣に
請願 した。知事 はこの動きに対応 し,自身が安蘇郡役所 に出張 し,被害者総 代を集めて仲裁 による
示談を説得 した。 その理 由は 「足尾銅山 ノ鉱毒ハ粉鉱捧出ナルニ付,直 二粉鉱採集器 ヲ装置シテ鉱
毒除害 ヲナス旨,古河市兵衛 ヨリ申出」㈹ たか らとするもので,「此請願ハ中止」㈹ されたいと要請
した。 結局,被 害民 は粉鉱採集器を 「鉱毒防止の器械であると鵜呑みに信 じ」(6}て知事 の申入れに
応 じた のであ る。
7月以降8月 にかけて,仲 裁委員と被害者総代との間で結ばれた示談契約の内容をみるとつぎの
よ うにな ってい るω。
(1)古河 市兵衛 は仲裁 人の取扱 い に よっ、て示談金2万5368円go銭4厘を支払 う。
(2)古河 は明治26年6,月30日限 り,足 尾銅 山 に粉鉱 採集 器 を設置す る・




(5)もし効果 が ない場合 は26年7月'より起 算 し,将 来 につ き臨 機 に協議 して 別の約定 をす る。
(6)古河は渡良瀬川源流の諸山の水源酒養に注意す る。
なお,示 談 に参加 した被害民 および被害地を,の ちに締結 された査定会の契約 内容 と合わせてみれ
ば第5表 のよ うになる。表 によれば栃木県全体の示談金総額 は7万6602円余 りで,仲 裁会で調査 し
た損害総額16万円か らみれば半分以下{zすぎない。それ故,犬 伏町でも当時 の損害額 堂万3163円余
に対 し示談金は4566円余であった。安蘇郡3町 村の場合,被 害反当 りの示談金は2円18銭,関係地
主1人 当 りの示談 金 は13円77銭余 にす ぎない。
第5表 よりもう一つのことがわかる。安蘇郡3町 村が一致 して運動を推進 し契約 したのに対 し,
足利 ・梁田郡など運動の先進地帯では分裂の傾向が表われてい る こ とで あ る。 これ ら地域の村 々
は,木 村半兵衛派の県会議員を中心 とす る査定会派 と,安蘇郡を中心 とする仲裁会による示談派 と
に分 裂 した。 査定会 派の契約 は被害 調査額5万5653円余 に対 し,示 談金 は2万7615円余 であ って,
県全 体の示談 金減率47.9パー セ ン トに比 較 して49.6パー セ ン トと多少 の差 が あ るものの,金 額,内
容 にお いて ほとん ど変 わ っ、てい な い。
両郡 とも村 々によっては二派にわかれ,査 定会派の被害人員3436人に対 し,仲裁会による示談派
は久野村は じめ吾妻村など田中正造の選挙地盤と重 なっていたよ うである。査定会派と仲裁会派 に
分裂 した吾妻村の場合,仲 裁会 による示談派の地区は契約が早 く締結 されたが,査 定会派は微穏的
な示談をすすめる一方,脱 落を防 ぐため同志の組織固めに苦心 している。 この村の村政はその後 な
が く対立が続いた。
.明治25年3月以後,安 蘇郡選 出の県会議員は前出の新井,関 口,天海 とともに藤沼友次郎(堀 米
町,㌦改進党)が 当選 し,県議 は改進党の独 占するところとなった。仲裁が実施された25年か ら契約
_9_
第5表 鉱毒被害示談経過表








離 別鷹 麟 羅 寡額 顕_i





示 談 金2,887FF】一 》iM29.10i
梁田村 被識 別53町65畝i損 額 求額13万 ・3・1円i
足 利 郡 吾妻村 t._一 一一一..一_.一.一 一一一一一一一.一一___.__.__..1関係人員679入
小俣村
下都賀郡藤岡町
部屋村 M25.8.23M28.3.16永 久 示 談
生井村 示 談 金1万3211「」会 同1万5,700円
野木村 被害反別921町86畝 間921町86畝
.谷 中村
関 係 人員1,750人 同1,957人 ・・
三鴨村
三島村






示 談 金2万7615円 余 同1方8419円 余
小俣村 被 害反 別1,4Q9町36畝 同1,285町57畝





示談金総額 7万6602円余 永久示談総額3万4119円 余
合計 被害反別 4,360町9・6畝 同 反別220町4・3畝
関係人員 8,414人 同 人 員5,127人 一
「足尾銅山鉱毒事件仲裁意見書」 単位以下省略
内容が存続 した29年6月までの間,安 蘇郡 被害村は示談 とともに築堤 ・新川開墾問題 を集中的 にと
り上げて解 決をはかろ うとしていた。明治23年10月には犬伏町で 「秋 山渡良瀬両川逆 水防禦堤塘新
設 願 」を, 25年10月には 「堤防増新築及新河 開墾願上 陳書」を植 野,界,犬 伏の3町 村で提 出U
同 じ,く26年1月に3町 村合同で 「新堤築造及新川開墾願」を再提 出 した。28年にはこの新築事件出
京請願委員が活躍 し,事態の改善を図 るべ く努力 してい る。
このよ うな被害村 の動 きに促進 されて,栃 木県会 は26年「鬼怒 川 ・渡良瀬川国庫支弁編入 ノ儀建















(7)「 佐 野市 資料編3」814ペ ー ジ
2.鉱 業停止請願運動の発生
「
日清戦争への協力と示談契約 による粉鉱採集器 の実験期間中で ある間は,苦 情 をいわぬ約束であ
った鉱毒問題は,そ の纏盤を迎えて緊張 した。期間中028年2月,古河 による永久示談工作が表面
化 したか らであ る。
このととは古河が粉鉱採集器の実動のないことを自 ら認めたことの証 しはほかな らなかったが,
田中生造はいち早 くその本質をみ きわめ,29年6月の期間終了にともない被害民 より再び損害賠償
を請求 されることを恐れた古河が,先 手を うち自ら運動資金を出 して安価な永久示談の工作を始め
たもの とみて,安 蘇郡の有志者 に次のよ うな警告を発 していた(u。
御物語 り願度 は,鉱毒地方 田畑一反 に付5円 以 内を一時に恵与 して,被 害人より永世子孫 に至
るも苦情ケ間敷 願ケ間数議申出間敷云 々の証文を,古 河市兵衛江差出さする大干渉を,足 利
部長樺山及 旧梁田郡県会議員長真五郎,同 従弟長祐之,早 川忠吾等皆古河の奴隷 とな り番頭と
な り手代 とな り犬 とな り猫 とな り,被 害 村 々運動,強'く調 印奪 取,日 夜奔 走 して足利 ・梁 田対
々中(中 略)ひ きつ り込 まれ,已 に植野,界 辺 まで侵入いたし来 られたとの よ し(中略),遠
近御知 己の人 々には御説 き明か し相願度
足利郡および梁田郡 における部長,県 会議員,同 クラスの有'力者を代弁者 とす る永久示談工作 は,
気の弱い被害者や僅かな金額 に惑わされた被害者 をとり込みつつ,安 蘇郡にまで浸透 しは じめたこ
とに注意を喚起 したので あ った。 す で に吾妻村では郷長および郡吏の説得によって示談工作が進
み,3月16日にはかって査定会 に属 した被害者の多 くは僅かな一時金で永久示談 にした。それでも
同様 の うち下 羽田 は この問題 で数 回 の相談会 を開 き,「一心 同体 ノ主 義」(2)をも って29年6月 の前契
約期間終了の時点 まで見守ることを決議 し,高橋では旧査定会派の被害地58町5反4畝歩の うち26
町2反2畝 歩は永久示談に参加せず,分 裂 した再契約 となった。
第5表 によって永久示談 の様子をみれば,旧 査定会による示談契約を結んだ足利,梁 田郡10力町
村 の被 害反 別14041H1歩余,被 害地 主3436人の うち,こ の時,永 久示 談 の契約 を締結 した もの は1285
町歩余 と3170人である。反別に して119町歩余,関 係地主で266人の減少は,そ れだけ永久示談 に懐
疑的な人が多かったことを意味 していよう。
安蘇郡3力 町村への永久示談工作は,旧 仲裁委員の県会議員檜 山六三郎によって行 なわれた。当
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時 この3力 町村 は25年示談金の一部を もって堤防増新築および新川開墾の請願運動 を 続 け て い た
が,檜 山はこの陳情委員 らに植野村長新井保太郎(旧 仲裁委員〉を介 して,陳 情 には政府 に知 り合
いの多い古河の力を借 りるよ う説得 し,し か も新川新堤の件 は対岸 の群馬県 とも関連す る大事業 で
あ るか ら,い っそ永久 示談 に してはどうか と勧誘 した。陳情委員 は3力 町村 の意 向が足利郡亭下都
賀郡で進ん でいた永久 示談の ように 「一時将来 二対 スル済方」ω をせず,む しろ 「期限 ヲ待 テ真際
相談 スル」(4)とこ ろの29年6月30日 まで情 勢 を見守 るこ とに あ った た あ,こ の 申 し出を拒 否 した。
この陳情委員 は郡 内の町村長,県 議 クラスであ ったが,こ の時期 になると新井保太郎 の如 くベテラ
ン県会議員で古河側の代弁をす るものがあ らわれていた。
明治29年7月,堤 防新築歎願運動が思 うにまかせず,示 談契約 も期限切れ となった この 月21日
「
に,栃 木県 の各河川は大洪水 にみまわれ,25口現在堤防の決壊13カ所,浸 水反別331[町批 浸水家
屋1250戸に達 した。 これを契 機 にそれ まで静観 していた田中正造 は再び堤防や鉱毒 に関す る遊説を
胴始 した。時を同じ くして被害の中心地植野村舟津川では,粉 鉱採集器は効力な くますます鉱毒投
書の拡大がみ られ るところが ら,「今 日二至 リテハ損害賠償 ヲ以 テ安 ンズベキ ノ時 モ 非 ズ,.我々 被
害者 タルモ ノ決死振 テ足尾銅 山ノ事業 ヲ停止 スルコ トヲ 園務:大臣二請願」(5⊃す るこ と を決 し,、運動
継続 のため に村内187名の意志 を確認する契約を行 っZい る。8月8Rに は植野村法雲庵 で田中正
造を中心とする安蘇郡被害村の今夜の方針に関する会合も閉かれ,鉱毒停止運動に向けて大きな流
れ にな ろ うと して い た。
当時,一 方では再度 の仲裁を請求 する運動 も並行 して起 り,7.月28日には3力 町村 の決議 によ り
1植野村総代福地政八郎,界村総代糸井藤次郎,犬伏町総代山崎欣三郎らは1日仲裁委員の県会議長
横尾輝吉を訪れ,再 び鉱毒被害の仲裁を依頼 した。 このほか梁田郡久野村総代稲村忠蔵,筑 波村 ほ
か3力 村,足 利郡葉鹿村総代栗原嘉藤次 らもこれに加わ り,永 久示談に参加 しなかっ距村 々は同一
歩調 をと.っていた。 旧仲裁委員 は県庁 に会 して仲裁 に応ず ることを決め,9月10口をもって植野村
法雲庵で仲裁 のための調査を再開 しようとした矢先,同 月8日 か らの未曽有の大洪水 に見舞われ流
会 となった。.第3表によれ ばこの時 の被害額 は325万円余 に達 して い るが,田 中正造 の議会演説で
は1828万円余,こ の うち洪水被害 を除いた鉱毒被害は700万円であ ると報告 されてい る。
この未 韓有 の大水害 は,被 害村 の態度 を硬化 させ る契機 と な っ た。 「近時洪水 三際 シ,人 心不穏
ナル折柄,村 民 中鉱毒停止 ヲ請願 スペ シ ト云 フ説 ヲ信スルモノ続 々出来」(6)したか らで あ る。犬伏
町で は鉱 業停止請願を決 め,こ れを機 に仲裁の取 り消 しを求め るにいた った。 植野村 と界村 は鉱業
停止請願 を決ある一方,仲 裁 も求 めて29年6月までの損害金 と して第5表 の如 く20万Fl余を要求 し
た。 そして村民 の意向に したがい,「将来 二向テハ更二鉱業停止 ノ請願」運動を行 うこ一と を 仲裁蚕
棚
員 に通告 した。永久示談派 と異 な り,25年示談時の10倍余 に達す る賠償金 を 自らの計算 によって主
張 し,し か も鉱業停止運動 に立上 ることを明示 したことは,従 来 の県会議員主導の仲裁路線の否定
を自他共 に認識 させ ることになった。 こうして各 町村は鉱業停止運動にむけて一致 したが,'これ ま
で仲裁路線 を踏襲 した県会主 流は,「二,三 煽動者 ノ為 メニ離間セ ダレ中傷 二遇 ヒ,俄力三請願論 二
変化」① した被害民 は,「唯 リ古河氏 力損害 ヲ受 クル ノミ・ナ ラス,直 接三人足尾住民数万力糊 口二道
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リ,間 接 ユハ県下 数万 ノ人民 力其 業 ヲ失 へ,而 シテ国家ハ大 ナル富源 ヲ失 ウモノ」(9)と批 判 的 で あ
っ た 。
大水害にみまわれた9Aす でに群馬県側では鉱毒被害についての古河への談判 と,内務大臣へ
の建議案提出の県会を要求す る運動が始め られたが,栃 木県梁田郡 で も これ に呼応 し請願を決定
し,安蘇郡 も10月2日の相談会で請願方針を最終的に可決 した。同4日 の郡内有力者 による安蘇郡
請願会では,早 川田の雲竜寺に仮事務所を設置 し,鉱業停止請願運動の木部とす る こ とを決定 し
た。 あわせて停止請願書の草案が検討され,同 月下旬の被害者の調印を得て,11月13日植野村,'界
村 の出京委員ユ0名は郡庁を経て出発 した。県庁 の許可を得て安蘇郡代表の請願委員藤沼友次郎,関
口忠太郎(と もに県議)ら とともに上京 し農商務省に請願 したのは16日であった。 この月,鉱 業停
止の請願 は栃木県のほか群馬,茨 城,埼 玉の県から38件提出され,し かも調印中の地域もあった。
鉱業停止請願運動の盛 り上 りに応 じ,一方ではこれを阻止 しようとす る古河派 の暗躍も激 しくな
った。被害村 妥を永久示談に誘導 しようとした旧仲裁委員 や足利郡 の査定会派 の県会議員,郡 役
所,警 察 の妨害が本格化するのである。田中正造は腐敗 した反対派県会議員による仲裁活動を拒否
するとともに,同 じ安蘇郡内の仲裁委員をつ とめた県議の行動にさえ監視の目を注 ぎ,県議 として
正当に民意を反映 させているか否かを重視すべ きことを被害地の有力者に訴え:た。
植 野村 で は請願 後 の運 動方 針 を,11月25日に 「県庁 及県会 運動 ヲスル事 二決」(lo)め・界村・ 犬伏
町にはた らきかけた。同 じ頃,村 山半,近 藤貞吉,小 林庄太郎 ら郡内を代表する有力者も安蘇郡選
出県会議員をは じめとする全県会議員の言動を監視す るための県会傍聴を郡内に呼 びかけた。12月
7日には植野村,界 村,犬 伏町ほか吾妻村t久 野村が各村2名 の代表を選ん で 出県 し,「県庁県会
ノ意見質 問,或 ハ攻撃等 」ロ1)を行 った。 この 内容は不 明であ るが,被 害村 と して最 大 の働 きか けを
行 ったのであろ う。 このような被害村の動向に,仲 裁委員 らを主流 とする県会は,植 野村,界 村よ
り要求 されていた損害額の仲裁拒否を宣言 し,従来の被害村 々の示談主義 か ら請願主義 へ の変更
は,煽 動 と強迫による'ものとす る意見書を配布 したため,県 会と被害村は一層対立 を深め,被 害村
の態度は硬化 した。
県議会への期待を消失 した被害村 々は,急 速 に自前の 「鉱毒事件請願者連合」を組織化す る。10
月5日,早 川田の雲竜寺に設け られた鉱業停止請願運動の仮事務所は,群 馬県の被害村を含めた地
理的な便宜か ら運動の本部と して重要な役割を担当する。従来個々に行なわれていた請願運動を,
この事務所が媒介す ることによって被害全村の統一的請願運動へ と飛躍す る契機 となった。 「両沿
岸被害 村一致 ノ大集会」(]2;が雲竜 寺で開 かれ るのは11月27日で,全 被害村 の組織化 の第一 歩で あ っ
た 。
すでに8月14日には犬伏町で鉱毒常任委員会が組織 されていたが,大 水害を契機に各被害村にも
鉱毒事務所が設置 され,各 町村の鉱毒委員 と大字毎の委員が所属 した。 これ らを母体 として11月29
日集まった足利郡(当 時梁田郡 は足利郡に合併)吾 妻村,久 野村,安 蘇郡犬伏町,界 村,植 野村,
群馬県邑楽郡大 島杜 渡瀬村,西 谷田村,多 々良村の被害9力 町村の代表は,一 致運動を決議 し,
つぎの如 き 「精 神的契約 書」(13)をと りかわ し,請 願貫 徹を誓 ってい る。,
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1. 我等ハ 日本帝国 ノ臣民 タル本分 ヲ全 フスル ノ精神 ヲ以 テ,徹 頭徹尾鉱毒問題 ノ根本的解決 ヲ期
シテ運動二当ル事
2、 我等ハ鉱毒間魎 ノ根本的解決 ヲ期 スルタメ,被害民一同真運動 ヲ終始一貫 共ニスル事:
3. 我等ハ該運動上如何ナル困難二遭遇 スル事 ア り トモ,決 シテ挫折 シ又 ハ変節セザル事
これ に くわえ各町村 よ り団体規約起草 の組織委員が選 出され,12月5日に草案を作成 し,同19日.の
両県連合総集会で確定した。その 「両県 連 合会 則」(:9はつ ぎの よ うな もの で あ った。①請願事務所
は当分早川田の雲竜寺におくこ と 。 ②協議会は毎月 2回, 6口 と21日に例 会 を 開 き, 各町村総代委
員2名 は必ず 出席す ること。.③事務所 には名誉事務員1名 をおき, 日誌および通信上の事務を扱う
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このような精神的契約によ る事務体制の確立による統一的請願運動 とい う運動の新局面に進んだ
こ と に よ っ て, 各町村では再度,内 部の さまざまな対立を解消 し,運動 目標に一本化 させる総点検
が行なわれ た。そのため委員組織が強化 されてお り,その一例を犬伏町にみれば,鉱毒停止運動の
全権を町代表委員 に委任する一方,こ の町委員を補佐する大字委員 も強化 された。
当臨 委任状を付 した契約証書は,犬 伏町鐙塚では3通 作成 された。1通 は 「鉱毒除害運動二関
スル事 件 ハ, 正当ノ手続 ヲ履 ミ小暮清次郎外7名 ノ委員へ全権 ヲ委任致 シ置候 得 共(中 略),右委
員 ノ補助 トシテ,特 二貴殿等 ヲ惣 代 ユ依 頼 シ,而 シテ委員 ト我 々被 害者 トノ中間 二立 チ, 専 ラ斡旋
ノ労 ヲ.執ラ ンコ トヲ希望 」㈹ す るもので,こ れ によ り4人 の 大字 委員 が 選 出 さ れ た0 他の1通 は
「佐瀬米吉, 山崎錠次郎,佐 瀬丈助,小 林孫平へ委員 ノ全権 ヲ委任 シアルモ,.此事 タル頗ル重大二
シテ,前 途猶 ホ未 歩測 ル ベカ ラザル 問題 ナル ヲ以 テ(中 略),互 選 ノ上,佐 瀬佐四郎1 山崎利兵衛
ヲ委員 二道選 シ, 前者同様 ノ権限 ヲ委任」㈹ した。 これ ら委員には前委員 と協力 して本件の目的を
貫 徹す るこ と, 委員よ りの諮 問に対 し被害者一般を代表すること,事の成否を問わず委員の取扱い
.、
し事件に他 日異議を申立てぬ ことを誓い全員捺 印している。
こうして各町村の村内体制が整え られて,参 加全村による共同統一請願が政府 に行 なわれたのは
12月24日で あ っ た 。 こめ請願 には界村よb矢 島幸作,植 野村か ら関口幸八,吾 妻村か ら桜井与惣次
が 上 京 した(17)が,
の で あ っ た 。
従来の郡役所,県 庁を経 由 した請願にかわって 政府への直接請願が行なわれた
、
翌年1月 再度の請願が試み られ,上 京回数の増加につれて東京事務所の必要 も生 じ,
2月には4県 連合足尾銅 山鉱業停止事務所が芝口3丁 目2番地の信濃屋 に置かれ,在京委員も派出
第6表 犬伏町の階層と委員層(地 祖被額10円以上者)
O印 委員 ◎協議員 、(町代表)
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され る よ うにな っ た。
この請願 運動 の体制 を第2図 でみれば,各 町村総代委員 としての協議員 は,各 町村の町村会議 員
中で も常設委員または助役,町 村長ク ラスであ り,各 大字の委員 もまた町村会議員または区長およ
び これ につ ぐ 「協議員」(区会議員).であ った。た とえば犬伏町では協議員3入 の ケち 山崎欣三郎
は現職 の町長であ り,川 島仁左衛門,板 橋六郎は常設委員 と前町長である。大字鉱毒委員 も25年当
時 よ り継続 してい るものが多 く,町村行政 の体系に重な る役職者で ある。犬伏町 におけ る当時の委
員 と所有反別 との関係をみれば第6表 のようにな る。所有反別に山林は含 まれてお らず 田畑 のみで
あ る。地租10円以上の納入考 であるか らいずれ も県会議員選挙権を有す るものであ る。町全体の う
ち鉱毒 被害 を うけた大字犬伏,鐙 塚,・西浦,黒 袴 に委員 が選 出され,そ の多 くは3町 歩以上を所有
す るもので,町 代表 の委員 の町長 らは10町歩以上を所有 する地主で あった(!8)。
(注)
(1)「 田中正造 全集 」第14巻379ペ ー ジ
(2)「意見書」佐野市下羽田 庭田謹行家文書
虚







(13)永島 与八 前掲 書148ペ ー ジ 【 亀
(14)「佐野市 資料編3」826.一 ジ
(15),(16)明治29年「契約証書」山崎光三家文書
(17)「1L月23日前県惣代ii'京ノ日記」(佐野市 舟津川 開[幸 一家文書)に よれば,惣 代はこのほか群馬県
から西谷田村新井嘉平,渡瀬村原金次,大島村磯幸次郎,栃木県足利郡久野村 よ り磯 直吉が出京し
た。23陰日上 京,東 京 馬喰町 梅 治方 に投 宿 した代 表 は,24(一:に農 商務省,東 京鉱 山監 報 署,25日 に鉱lll
監督署を再訪,島 田署長に面会 し陳情 した。
(18)なお,界 村の請願運動委員体制 も,委 員長糸井藤次郎`(村長)の もとに野 口春蔵(助 役),永島礼七,
須藤新三郎,三枝廿五郎ら有力者が先頭に立った(「界村郷土誌」界村小学校〉
3,直 接請願運動の展開
明治30年1月,雲 竜寺の請願事務所本部では沿岸被害調査運動委員を選び,運 動区域 を きめて被
、
害調査 の正確を期 した。請願運動推進 のための基礎的な被害の実態を把握 しよ うとするもので,あ
わせ て田中正造 の帝国議会におけ る質問演説の材料 にす るためであった。 この調査は2.月21日に完
1
成 し,回 目,関Ll幸八 が持参 し上京 した。 この資料 は同24日に衆議院議員109名の提 出者 と賛成者
を得・て議会 に提 出され,26日の正造 によ る 「公益 に有害の鉱業を停止せ ざる儀 につ き質問書」 の演
説 に生 かされた。1・
しか し,こ の泳説に対す る即答 を期待 していた被害者は,濃 商務省 の方針が鉱毒調査委員を任命
一
し,そ の調査を まって答弁するとい う迂遠なものであることを新 聞報道で知 って激昂 した。被害者
に してみれば 「元来」'鉱毒事件ハ数年来議院の問題 とまZ為 りた るものなる'に,今織に調査委員を
一16一
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置これを調査せ しむるとハ,甚 だ以て其意を得ずゼ此上は皆 々上京 し,農商務省 に到 りそ農商務大
臣に面会 し,直 に足尾銅山営業停止を請願す るに若かず」① と して,直 接大挙請願を決意す るので
あ る。
同年3月2日,お よそ2000名の被害民は直接請願 のため徒歩で上京の途 についた。古河町で出張
していた佐野,館 林,古 河の各警察署員に説得 されなが らも,そ の うち800名は夜陰にまぎれて舟
で川を下 り上京 した。上京者は安蘇郡選出県会議員関 口忠太郎,藤 沼友次郎,山 崎欣三郎 らも加わ
って,3日 早朝 日比谷 の練兵場に集 まり,まず近衛貴族院議長,鳩 山衆議院議長を訪れ,そ れよ り
手分 けを して各省に請願 した。農商務省 には野口春蔵(界 村)ら,外 務省 に は 山 崎欣三郎(犬 伏
町),福地政八郎(植 野村),,三枝廿五郎(界 村)ら が,大 蔵省には荒川高三郎(群 馬県会議員)ら
が総代 と して請 願 し,'内務 省,陸 軍省 も訪 れた。 この夜,深 川公 園や各所 に野 宿 した被害者 は,'4
日にはかねてよ り出京 していた請願委員 らの説得 により,県 会議員,町 村長,各 村 ユ名の総代 を滞
京委員 として残 して帰村 した。 ひとまず滞京委員に 「請願 の次第を附托 し,若 し大臣の答弁要鎖を
得 ざるに於 ては,再 び数万の大衆押来 る」(2)はずであった。 滞京委員 は早速,榎 本武揚農商務大臣
に面会 し,鉱毒事件 に関す る当局者の処置のまず さを批判 し鉱業停止を陳情 した。濃 相が同情 をも
って総代 の陳 情 を聞 いて くれた ことに,一 縷 の望 みを た くして委員 は帰 村 したの であ った。
しか し,待 ちに待つ#田 中正造の議会質問に対する答弁書 は,足 尾銅山の鉱毒によ る被害 の程度
は鉱業条例第19条で停止を命ず るほどのものであるか否かは,粉 鉱採集器設置以来の効果を確認 し
.ない と断言 で きない と したた め,被 害者 の怒 りを一 層 あお るこ ととな つ牟。.被害者 か らみれ ば粉鉱
採集器は本流 に流れおちる銅を再製す るもので,鉱 業主 に利益あ る器械であって も予防器や除害器
ではなく,ま して支道を流れる粉鉱は下流 にこぼれてお り,渡良瀬川の汚染が鉱毒 にあることはす
で に 自明 の理 ではな いか,と い うので あ る。
被害地 の村 々が再 び騒然 と しは じめ た3月20口,谷 干域,.津田仙 らの被 害地巡 視が行 なわれ、・23
日には榎本農相の巡視 もあった。 この巡視を歓迎 し,被害地を案内 していた人 々は,大 臣が冷淡で
まった くのお義理の視察であることを知 って,「此上ハ農商務省を頼 み とせ ず,寧 ろ甚だ恐多き事
なれ ど も宮 内省 に至 りて被害 民 の実情 を訴ふ.るの外 な し」(3)として,こ の夜,3700一一 800名の被害者
が雲竜寺事務所 に集結 した。
23日,午後9時 頃 まで激論がたたかわされ,東 京か ら急いでかけつけた出京中の請願委員 による
説得 も,「大衆は少 しも聞入れず,一 体上京委員の弱ければこそ請願の趣意 も貫徹せ ざ るな り,さ
れ ば此上 バー 同押寄 す るよ り外 な し」(d)と決 し,4,5日 間 の弁 当 と野宿 の用 意 を し,警 官 に阻止 さ
れ ぬよ う思 い思 いの道 をえ らん で.ヒ京 の途 につ いた。
群馬県川俣 か ら埼玉県蓮田に出た1000名余は,各 地で警官の妨害に遭 い,蓮 田 で は 負傷者を 出
し,岩槻では説得 されて75名の総代を選んで他の被害民 はひとまず帰村 した。東京ではこれ ら?5名
を含め総勢150名余が各省へ陳情を続 けたが,3月30日には帰村 している。 この事件で榎本農相は
辞任 し,かわ って外務大臣大隈重信が農相を兼任 し,栃木県知事佐藤暢 も江木千之 に交代 した。L,.
月1日,雲 竜寺に開かれた被害村 々の連合会では東京での請願の模様が報告され,さ らに今後の運
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動方針を決定した。鉱業停止の請願運動は今後とも継続すること,政府が請願を認めない場合は被
害民一同は大挙上京 し陳情す ること,そ れで も目的が達 せ られ ない場合は決死的運動 によ り席旗や
竹槍 による運動 も辞 さな いこと,な どを決めたのである。
全国的 に大問題 とな り,放 ってお けな くな った政府 は,鉱 毒調査 委員を任命 して被害地調査 に着
手 した。3月 末 よ り4月 下旬 にかけて政府要人が相ついで被害地を訪 れ,巡 視を くり返 したが,調
査 委員 の巡 検が雨 の中を幌をかけた人力車での素通 りで あったため被害者の怒 りをか っている。政
府 は5月18日,こ の鉱毒調査委員 の調査結果を もって,鉱 毒処分の方針を 「鉱業を停止せ ざる事,
除害命令を坑 山主 に発す る事。森林を扶植す る事。渡良瀬沿岸治水 の事。 被害地減免租 の事」(5)と
決定 した。 この時期,村 々では決死隊 の組織 も準備 され,も し鉱業停止 にな らない場合 には大挙上
京 し,'天皇へ直訴す るか も知れないとの噂 が流れ騒然 とならていた。政府の処分決定で開かれだ雲
竜寺の委員会では,今 後の方針 が検討 されたが,政 府 の方針 には関係せず,被 害地はあ くまで鉱業
停止 の請願をす ることを決定 した。』
之 ・め件 につ いて の審 議 は数 日を要 した らし く,30日に い た って確 定 した。 そ の内容 はつ ぎの よ.う
に な ら て い る(6》。 事
30年5,月30日決 議
第1項 総 テ請願 ハ鉱 業 ヲ停 止 シ,憲 法 上 ノ権 利 ヲ回復 スル ニ ア ラ・サ レバ止 マサ ル専 一8・.
第2項 被害者ハ各自二精細ナル損害調査ヲナシ置事
第3項 政府ハ調 査若 シ被害者之調査 卜差等 アルモ決 シテ増減 セサル ヲ要 ス 冒
第4項 被害地 ノ免租 ヲ為 スモ,被 害者既往及 ビ将来 ノ損害ハ如何 ナル労法ゴ依 り賠償 スルや大蔵
大臣二質問スル事
第5項 免租 ノ結果諸般二及ホ ス影響選挙権 ノ消滅 ヲ来 タス事
第6項 被害者 ハ憲法上 ノ規定 ニ ヨ リ,権利義務 ヲ回復 シ生命 ノ危 険 ヲ防止スベキ途 ヲ研究スル事
第7×13項(省 略)
19項 今 后 出京 ノ運動委員ハ当分一定 ノ人 々二専任 スル事
第15項 地方鉱毒 調査研究運動 二八青年及 ヒ老年ハ全 力 ヲ注キ,村 々担 当壮年委員 ヲシテ補助スル
事 但毎大字調査運動ノ青年2名以上ヲ設ケ置ク事
第17項 前項 ノ目的 ヲ達 スル迄 ハ如何 ナル辛酸苦痛 ヲ掌 ムルモ止 マサル事
以上 の方針 に もとず き,鉱業停止請願を継続す る一方,目 下の急務 と して租税の減免 や衛熊問題,
.堤防修築,水 源地森林の伐採禁止 などの多面的 な陳情 も行 なわれ るよ うにな った。すでに29年中 に
1ま40件前後 の鉱業停止請願が行 なわれ,同12月15日の 田中正造 の書 簡は,「先月 中農商務省其他 二
請願 シタル足尾銅 山鉱業停止 ノ件ハ,群 馬栃木両県 ヲ始 メ更 ラニ埼 玉茨城 ノ諸県 二歩 タ リ,今 日迄
町村長 ノ調印 セ シ請願書 ヲ呈出セ シハ38,其他桐生足利 山田郡 ノ各町村(中 略)ロ ナ ラズ追 々提出
ノ運 ビ中」(2)と伝 えてい る。.1
3σ年6月 以降,提 出され た請願 および陳情 は免減租 に関す る請願,被 害地復 旧願,堤 防修築森林




の大水害後 より,「鉱毒水侵入地の減租 は理 の当然 にて請願すべ き権利」(8)あるも'のとしで, 「附帯








1,藁桿浸害二因 レル用料及 ビ肥料 ノ滅失
1,苅草土取場侵害二因 レル肥料 ノ減契
1,桑 葉収 獲 ノ滅 失
1,蚕繭糸業 ノ変象 .[
1,機業絹綿色染二関 スル被害
1,染物其他製造料用水 ノ被害 二閃 レル新井新盤費等 ノ増加
じ
1,染物其他製造料用水 ノ被害二因 レル職工賃銀 ノ増加 ・
1,積肥浸毒二因 レル土壌培養カ ノ減失
三,毒水浸入二因 レル家宅倉庫 ノ損失
1,家宅倉庫 ノ浸毒二囚 レル什 器家具 ノ損害=
1,家宅倉庫 ノ浸毒ゴ因レル穀菜其他飲食物 ノ損害





1,河 川 沼池 ノ浸毒 二因 レル漁業 ノ損害
1,漁業廃絶二因 レル鴬養補足費 ノ増加
i,穀菜其他飲食物 ノ滅失二因 レル営養補足費 ノ増加
1・,・財 産滅 失 二因 レル 衣食住 ノ欠乏
1,貧困急激斗因 レル身体 ノ異状
1,貧困窮迫二因 レル侵害物喫食 ノ害
i,:井水 浸害 二因 レル飲料 ノ汚害
1,薪炭浸毒二因 レル焚火姻害







1,'共有 池 沼 漁業 ノ損害
「
1,共有堤防 ノ竹本草苔枯凋





1,鉱毒侵害 二因 レル用水路 ノ損失
1,失産貧窮 二園 レル救抽費 ノ増加1
i.貧困流離 二因 レル戸数及人口ノ滅失
1,膚 有 地 ノ損害 、
1
以上の如 く,個人調査を基本 として共有財産,町 村 自治,地 方税 に関するまで地方 自治全般 の基
礎的実態を明 らかに しょうとした もの で あった。 この実態調査 を もとに同月 中に,「鉱毒荒地無期
限免租減租請願」(恥が行 なわれた。請願の要 旨は,鉱 業停止請願 は 「単 二将来 ノ鉱毒 ヲ防遍 スルニ
止」㈹ まるものであって,既 往 の荒廃を処置す る適 当な方法 ではない。通常の被害 と異 なり鉱毒 被
害は銅山の鉱業停止 とともに,地 租条例 による一定期間の田畑 の地租減免が必要で あ る だ け で な
く,鉱 毒による地質の変化か ら一定期間 に回復 を期す ことができな いものは無期限免減租 にすべ き
であ る,と い うのであ る。 その理由 は大水害 により,「荒廃 二帰 シタル田畑ハ上層数尺,総 テ鉱毒
ノ浸漸 スル所 トナ リ,地質著 シク変悪 シテ沙漠 ト化 シ,或 ハ植物培養 ノカ ヲ喪」㈹ つたためで,こ
の荒地に租税を課せられたのでは到底負担に堪えられない。本来は加害者に賠償を請求すべ きだ
が,危 急 のことで もあ り人民の生命を保ち,権 利財産を回復するために政府 に請願 せ ざ るを 得 な
い,と い う も の で あ っ た。 一、
この請願 とともに,沿 岸被害調査運動委員 の手により実施 され た調査結果が明 らかになった。そ
の 内容 は つ ぎの よ うで あ った。
栃木 ・群頭 ・埼玉 ・茨城4県 にわたる鉱毒 被害反別は33566町歩余 に達 し,鉱 毒損害金額 も1546
万円余 の膨 大な額 にの ぼった。 この ほか29年9月の大洪水 による損害金額 も282万円余計上 されて
いる。 当時の被害 の大規模な ことが判明す る。
このよ うな被害 の実態 とさし迫 った救助への熱望 は,政 府 の対応 のにぶ さとの間 で,3月 には前
述 の如 き直接大挙請願行動を惹起 したのであったが,5月 以降,再 び代表者 の上京 による請願運動






1鉱 .毒 被 害 反 別 2万4198町.6反7畝13歩
1鉱 害 浸 水 家 屋 1万3820戸
1鉱 害 被 害 漁 業 者 5042人





収 獲 損 害 滅 失 金
円
.・2,086,516,411
労 働 増 加
「
損 害 金 255,796,087




桿 収 獲 損 害 滅 失 金 じ' 216,766,690
土 地 売 買 実 価 低 落 損 害 金'『
」9
,799,125,875




損 害 金 203万2025円39銭9厘
足尾銅山鉱毒被害県別表,
一 一 一
県.『 名1被 害 反 別 レ 浸水戸数 1被割 蝶 者1 損 害 金 額
栃 木 110,553反713 9,380戸 4,607人 7,610,887円899
群 馬 116,844,213 4,440 1,067
'5,521,299,960
埼 玉 14,592,716 1,066 68 749,130,304
合 計 241,986,712 14,886 5,742 13,881,318,153
曽_r_二__r }皿 一 回一
足尾銅山鉱毒被害郡別表
県 別1 郡 ・名1 被 害 反 別 1浸水戸 判 裾 漁縮
一9「
1 損 害 金 額
一 一 一一 『 」一 ・ 一 一一 ・ }冒 一一一 一
下 都 賀 46,746反824 1,900戸 2,190人 2,681,777円694
栃 木 安 蘇
=
12,744,416 1,583 1,068 1,040,100,9i1
足 利 51,102,403 5,897 649 3,889,009,294
一一 一
邑 楽 73,776,312 4,44C 1,067 4,241,632,91(
群 馬 新 田 20,1?0,928 669,274,833












① 「憲法 ノ保護 ヲ受 クル能ハ サル義 二付 再三 ノ言」F1願」(H)これ は30年10月8日に最 初o:陳情 が行 な
われ,・同12月14日か ら当局 各大臣 に請願 し,ひ きつづ いて31年早 々に再 び請 願 された・311{=11月に







































































































































































































































































































































































































部別 村 矧 被 害 反 別 浸水 戸 数. 1馨 漁 業 者 1損 害 金 額
反 　 人 円
小 泉 村 1,411,408 14,072,088
郡 長 柄 村 123,200 2,819,430
大 川 村 711,623 21,350,29C
三 野 谷 村 1,373,207 49,619,470
計 73,77F,312 4,440 1,067 42,241,632,910
強 戸 村 1,274,418 37,214,232
薪 島 郷 村 3,127,918 112,293,76C
太 田 町 851,&18 21,121,1?2
日 宝 泉 村 4,694,819 143,780,253
沢 野 村 3,172,419 103,744,35]
九 合 村 4,043,801 196,985,405
郡
生 品'村 ・ 3,005,800. 54,135,70G
計 20,170,928 669.274β33
休 泊 村 3,227,623 89,084,116
韮 川 村 2,8重9,401 67,603,141
山 矢 場 川 村 1,397.800' 42,977,85C
毛 里 田 村 3,905,406 117,134,037
桐 生 町 572,000 ,13,626,100
田
相 生 村 284,703 5,830,898
広 沢 村 1,312,IOC 33,001,82(
郡 境 野 村
'2
,873,800 49,334,149
岡 野 堀 6,gOO,OOC,, 191,750,00{
計 22,8S2,903 610,342,177
北 利 島 村 7,330,222 565 30 418,826,366
塗 川 邊 村 7,262,424 501 38 330,303,938
郡 計 14,592,716' 1,066 、68 749;130,304






1 鉱 毒.被 害 反 別 9367町7反5畝15歩
1 鉱 毒 浸 水 家 屋 2650戸
」
1 鉱 毒 被 毒 漁 業.者. 層 「 ,.1973人
1 鉱 毒 損
1
害'金 額 15?万9816円20銭





獲麟 四 県 鉱 毒 被 害 総 計 表
・1:鉱、毒 被 害 反 別3万3566町4反2畝27歩.
'辱
f`鉱 毒 浸 水 家 屋1万g470戸'
1.
1,鋸 毒 被 害 漁 業 者7015人 、
1.鉱9'毒 損 害'金 額1546万1134円16銭3塵
外
.∴洗 水 損 害 金 額282万1933P職9厘




外 一 府 二 県 被 害 略 表
千葉県東葛飾郡関宿町外九ケ村!墨
、=1.被 害 合 計 反 別3453町 β反1畝26歩
'1・:浸 水 戸 数150a戸 此 人 口7500人
埼玉県北葛飾郡吉川村外七ケ村.
1被 害 合 計 反 別5254町5反2畝19歩
1浸 水 戸 数4559戸 内10戸流失
東京府南葛飾郡水元村外四ケ村
.,,,1被 害 合 計 反 別 凡1600町歩
1浸 水 『 戸 数900戸.r
総 被 害 反 別1万0308町3反4畝10歩
計 浸 水 戸 数6059戸 ・
澄 してい ること,土 地 の荒廃に対 し政府は31年5月に免租を認 めるが単 にそれのみで,そ のため免
租地 の人民 は公権を奪 われていること,請 願 について も地方官や警官の妨害 ばか りか,中 央 ・地方
とも当局者 は真剣 に調査 もしないこと,生 産力減退 と人民 ゐ権利を奪い,衛 生を害 し,基 本的な人
」
民 の生存権 を侵 し町村 自治 も成立 しえない状況 にあるので憲法 の保護を要求 したい としている。
② 「鉱毒被害土地恢 復願」 この請願 は30年6月27日に行なわれた。
③ 「河身凌諜堤防改築新設願」 この請願 は30年10月22日31109.月26日の両度行 なわれた。渡良
,
瀬川河身改修費1300万円の調査結果 は,松 方 内閣 によって出さ腫れた能 い まもって河床毒砂凌深堤
防増新築 が実施 されていないので早急 に着手 され たいとするものであ った。
④ 「衛生 調査願」30年10月8口陳情,1朗14日請願。帝 国議会蘭設以来,議会で注意を促 じたに
もかかわ らず,政 府は30年春 に至 り一医学士を派遣 し,郡役所へ被害者夫婦2人 を呼んで調べたの
みであ る。 しかも医師 らは被害地 の穀菜を食べず滞留 もせず,衛 生上に害 な しと暴言 しているが,
一・24一
鉱毒事件と地方政治
被害民を侮辱 するも甚だ しい。厳正 な調査を実施 されたい,と す るものであった。
⑤ 「町村 自治破壊 ノ町村費国庫補助願」31年9月29日請願。鉱毒によ.る生産力 の 減退に くわえ
て,鉱 毒地ゆえ肥料費,労 賃の多投をまねき,そ のうえ産物 の市価の減少を招 くという悪巡還が く
り返 されている。 そのため免租 によっても半分 も償 うこ とは で き な い。'鉱毒により土地は荒廃化
し,町村費地価割 も出せないので欠損部分は国庫補助を願いたいとい うのである。
⑥ 「救済願」 以上の項 目の請願は31年11月に再度行なわ れたが,こ の救済願はこの時点 で新 に
つ け加え られている。鉱毒による損害願2000万円余 の賠 償を司法裁判所 に求めるべき£が,中 央 ・
地方の行政機関が被害民の請願を妨害する現状では,法律自体ぷ加害者に左右されダ畿害者の救済
に役立たない。 これでは人民 に裁判を提起す る資格す らない。「憲法ノ保護ナキ政府 二 対 シ,憲法
ノ保護 ヲ仰クノ悲 ムヘキ境遇」㈹ にある被害寅を考え,「多年被害地 ヨリ納税セシ義務二対 ス ル政
府ノ救済 ヲ請」㈹ うたのであった。被害激甚地への衣食救助願を主 としていた。
とのよ うに30年よ り31年にかけての請願は,鉱 毒被害村の人民の生存権を暴礎として,請願権,
置
選挙権 所有権の確保の うえに町村 自治を据えた地方 自治権を要求するものであった。それは憲法
に対す る過大なまでの期待を こめて,憲 法遵守 を行 なわぬ政府 に救済と現状の回復を要請 したので
ある。 これ らの諸要求の中心 は免租請願であったことは前述 した。すでに一応の処置がとられてい
たために右6項 目の中には直接項 目として出てはいない。 しか し① における免租 による公権消失問
題 ② における免租継年期蹟 としてドまた⑤ における町村 自治の基礎 としての町村税ネ納問題 とし
て前提 されて い た。
この免租問題 は30年末 には薪麗麗をみせていた。同年1月 より行 なわれた無期限減免租請戚方針
は,免 租 によって公民権喪失者 を生み,町 村行政 に支障を来たす ことか ら特別免租要求の方針 にか
慮
薗
わ ったか らである。12月14日,田中正造 と在京委員 は 「権利を失 はざるよふ特別免租請願を出すべ
き事 を今朝 来大 蔵省 二陳情 」(17)して お り,「沿岸10ケ村 よ り権 利存在 の請願 ハ,去 る25日大 蔵省 に
提 出」(18)した。31年1刀,・また5県 鉱 毒被害 地町村 長 は連名 で,「鉱毒 被 害 地 特 別 免 租 処 分 之 請
願」(19)を行 った。 その 内容 は 「被害 地仮 令免 租 セ ラ レタ リ トテ,権 利 ヲ失 フ ノ事 ア ランカ,之 レ人
為 ノ被害 二 加 フル 二又 人 為 ノ被 害 ヲ以 テ重複 スル モ ノ」(20)として,例 え免 租 とな って もその土地所
有権 の消減せざる限 りは,町 村税 はもちろんその他一般納税の義務 にともなう 「公権利ハ依然存続
シ,税 源 ヲ失 ヒタル が為 メ,町 村 自治 団躰 ノ破 レザ ル相当 ノ方法 ヲ設 ケ ラレ」(21;たいとい うもので
あ った 。
明治31年2月24日,第3次の大挙上京請願が行なわ れ た。中心的要素は特別免租問題 で あ った
が,新 たに地方交付税 のi新設 も要求 していた。 しか し,特別免租は主 として地租を財政的基盤 とし
て政治運営を行 う明治政府の考え方を,根 底か らくつがえすものであったか ら認め られるわけはな
く・そのため5月 に実施 された免租処分 にまり,多 くの公民権喪失者を生んだ。㌦
免租処分 は①渡良瀬川を引きて田用水 とするもの,② 渡良瀬川の逆流のために鉱毒 の余波を受 け
た枝流を用水とす るもの,③29年,'渡良瀬川の洪水 に浸 されしもの,等 の類別 によって免租期限の
長 短が 決 って い る。 明 治31年5月 発 令の処分 は29年よ り起算 し,24{=,4年,6年,8年,10年,
一25一
15年と しこれ に5,4.3, 2,1,特の等級をつけて免租額 をきめた。群馬県の 場 合 を み る と,邑
楽, 新 田,山 田三 郡29力村 の合 計 は,免 租反 別12900町歩 余,地 価4,3玉0,565円余 にお よ び,地 租 は
107805月余 で あ っ た 。'この鉱毒被害地免租処分によって生 じた衆議院議員選挙有権者数の減少数:と
減 少 率 を みれ ば,.(明治31年7月1日 調)
原数 現在数 減少率
栃木県安蘇郡 789763 3.3





と な って い る(2S)。安蘇 郡 で は郡統 計書 に よれ ば, そ の後 の調査 で859人か ら803人に減 って お り,
右資料 よ り減少率 は高い。そのうちでも犬伏町より植野や界村に公民権喪失者が多かった。町村会
議員の選挙権 の場合をみれば,29年に植野村 は312名,界村 は128名の公民権停止者を出 し・32年に
∫は植野村 で201名界村で127名停止 さ礼 吾妻村下羽 田で は公民権所有者 は皆無 とな?た 。邑楽郡
大島村では公民権所有の2f'.以上 納 入 者 は184人よ り1人 に減 じ, 5郡合計では4324人か ら2043人
に減少 した。
免租 によって被害民 の生活が好 転 したわけでな いことは第7表 のと うりである。表は吾妻村下 羽
田の野村治平家の収支調査表であるが,鉱 毒被害 によ る荒地化 は,生 産物 の減少 と逆 に肥料 の増大
を まね き, さ らに2G年頃 には2500円にのば った貸付 金か らの収入 もな くな り, かえ って負債金 の利
子返 済分が多 ぐなっている。収支合計 においZ20年頃 には905円に もの ぼる純益を得 る富裕 な農 家
P




収 入 1』 支 出 1収 入 1支 出'
収 益金758円 ・`
'諸 公 費50円
収 益 金40円 諸 公 費09
雑収入(賃取)150 ・家 事 雑 費205円 .・ 雑 収 入50円 家事雑i費350円




合1285 380円 90円 930円
利 .溢i..905円 1不 足 840円












「土地収獲物減失損害ハ寡入セザルモ ノニテ,只 々同年中ノ生計 ノ不足額 ノ現在ノミヲ算 シ タルモ
ノ 」(23)であ っ た 。
免租 による公民権資格の喪失 と,な おかつ免租を うわまわる被害か らくる生活の窮状は,被 害地
に複雑な反響をよびおこさずにはおかなかった。それは地域的対立 と階層剋立 との二様の影響 とし
て現象 した。同 じく被害激甚地 の吾妻村高橋は,村 長宛に 「上 申書」(24)を提出し,村税免除を願い
出た。 その理由は鉱毒被害のため納租の義務 はつ くせ ないほど衣食 に窮 しているので,先 頃の免租
処分 による地方税免除と同様 に,村税の免除 も請願するというものであった。すでに生活苦か らく
る納税難は請願の如何にかかわ らず,現 実 に未納者を多 く生み出し,町村財政を維持す るうえで支
障をきた しており,.同村内の被害地 と無害地域集落 との対立の原因ともなっていた。
植野村では県会議員で仲裁委員の新井保太郎が,長 期にわた って村長であった関係で,鉱 業停止
請願運動には冷淡であった らしく,新井 自身,被 害民 よりつねに批判的にみ られていた。免租問題
に関 しても 「植野ハ舟津川の免租を憎」《25>んだ と云 われ,被 害激甚地舟津川の免租による財政上の
肩がわりを,.村内の他大字が恐れたζとが充分考え られる。 この間の事情は,の ちに舟津川より提
出 された 「本村 々税 特別 条例取 消願」(26)にみ る ことが で き る。植 野村 は免租 処分以来,「只 二村 税
ノ決潰 ヲ憂 フル」(2.)あま り,被 害 地 に対 して村税 の徴 収条例を作成 した。 その ため多大 の困難 を お
か して推進 して きた請願 運動 に,「絶対 的撞着 シテ,益 々本事 件 ニハ正反対 ノ防過 器」(2F)とな った。
条例制定以来,舟 津川区民は激昂 して騒擾著 しく,村税未納を生 じ区長以下の総辞職 となり自治の
破壊が行なわたので,区 民は協議会を開設 し,そ の主要原因たる特別条例の撤回を申出たのであっ
た。
この時期,地 域的対立に くわえて階層的対立 も生んだ。地租減免要求は主として中農層を中心 と
したもので,地 主層は免租 による公民権の喪失で,か えって発言力が低下 し不都合であった。小作
貧農は一応無関係であったとしても,小作料中に高い地租が転嫁 されている場合が多 く,免租の影
響は当然 に受ける立場で もあった。特別免租要求 はこの階層間の対立を回避するための方法で もあ
ったが,免 租処分 の実施を前に,請 願事務所本部 は非免租か失権かの態度を迫 られた。結局,公 民
権失格の免租処分を受け入れたが,こ の決定は中貧農層の要求 にそうものとなっている。免租 自体
が家計に相対的 に影響を及ぼすのは,地租の重圧を直接に うけるこの階層であることは云 うまで も
ない。第7表 の如 く,上層農民の家計における公租率の減少は,困 窮状況の中では免租のもつ意味
は小 さ くなか ったに して も,中 貧 農層 と比較す べ くもな い。
・当時,地主小作関係は被害地 においても,無害地 と同様 に転機を迎えていた。 田中正造は 「地方`
二而地主の人 々,鉱毒地 の小作米相場引上げる和 ぎは,道理上利屈上,経 済上人情工,決 して斯 く
の如 き事 あ るべ き ものに あ」《29)らず としなが らも,「もし:果して風 聞巷説 の如 き事 あ らん か,之 れ
不容易一大事」㈹ と心配 したが,正 造 自身はこの地主小作関係を古河派に利用 され同志離反 とな る
ことを恐れていた。細民 の立場 に立 っての地主側への説得による運動の継続に期待 した。
,【000
免租処分が行 なわれた5月 に田中正造 は,こ れをもって安堵せず,さ らに 「鉱毒被害地 ノ損害賠
藤 睡 ノ熱 雲伴。醐 輔 ノ鹸 喚 萌ノ繰 瀕 齢 熱 食等」・・吻 五大爬1團・つき一層
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尽力 し,請 願運動 にまい進ず るよ う県会議員,都 会議員,町 村会議員 らによびかけていた。 この五
大問題 は・31年9の洪水を契機 とす る直接上京請願運動 のス ローガ ンとな った。 同月3日 か ら7日
まで続 いた暴風雨 は,足 尾銅 山の沈澱 池を破壊 し,鉱 毒を下流に押 し流 したため,被 害地 は再び騒
然 とな った。政府 による鉱毒処分の発表 後,.出京委員 による請願のみを行 っていた運動は,鉱 毒 の
流 出による鉱毒処分 の無効を知 って,人 々の怒 りが爆発 したのであ る。26日午前6時 に雲竜寺事務
所 に集結 した被害者 は,被 害全域か ら1万 人以上 に達 したという。 これ らの人 々が被害状況を話合
い,免 租および国庫補助の請願 を 決議 し,「ヲソレ多クモ陛下御膝下 ニテ哀訴セ ン トノコ トニテ,
当 日午 後 ÷・時 ヲ期 シ一 同 出 発」(32)した。
この大挙請願の 目的は,上 京者の持参 した鉱毒被害民一同の名 による 「請願 の要旨」 と題す るビ
ラによ く示 されてい る。 これは被害民 に対 する憲法 による保護の請願,鉱 毒被害地の土地恢復願,
洪水 による流毒被害 の検査願,免 租継続願,堤 防増改築 実施菩提願,自 治町村 の破壊 を さけるため
の町村費国庫補助再促瓢 .損害金の救済願な どで ある。 すで に正造 が掲 げていた免租処分後の五大
閣題が主柱 に据え られて,大 挙請願 の目標 と な っ て い た。 すでに請願書の中で述べ られた如 く,
「国家 ノ基礎 タ リ・財 源タル土地人民二大傷害ヲ被 り,多 数町村 自治 ノ団体 ヲ破 ラレ,衛 生及 ビ財産
ヲ救済恢復 シ,生 命権利永代 自由居住 ノ安固等 二関スル,従 来行政府 二請願 セ シ如ク,帝 国憲法規
定 当然 ノ保 護 」(3:)を請 うべ きた め の請 願行Zあ った。
大挙請願のため上京者の本隊は,栗橋から春R部 に出,越谷から草加を経て南足立郡淵江村に達
したとき,急 を聞いてかけつ けた田中正造 らが彼 らを説得 した。到着 した者 は24005(}0人で雲竜
寺 出発の ときの1万1000人余の大半が警官 の威嚇 と妨害 とによって追 い返 されて いた。上京者の切
々た・る訴 えを聞いて,正 造 はつ ぎのよ うな演説を した。「従来の政府 なれば兎 に角,'今回の政府ハ
憲政党め政府 なれバ,理 を解 き情を尽 して之を訴ふれバ,敢 て冷淡 に附せ ざるべ しと確信 す。故 に
余ハ之 に向ひ力を極めて説 き,以 て諸君の願意を容 れ しめん ことを盟 はん。若 し現政府 にして依然
前 政 府 同様顧 念 せ ざ る時 ハ,余 ハ 諸 君 に先 ちて死 す べ し」(94;と。
正造はわが国初の政党 内閣 によ る腰板内閣の成立 と,総 選挙による憲政党 の大勝が,鉱 害問題 の
展開 に有利 な条件を もた らす ものと して,選 挙民 の代表 た る政府 に期待 し,そ のため にも社会の秩
序を維持す るため,大 挙請願では広 く代表者 による秩序 だ った陳情をす るよ う説得 した の で あっ
た。 この結果,'選ばれた50人の総代は翌29日か ら内務省 は じめ各省 に陳情 したが 政府当局 の全体
的に冷淡 な態度 に・ 総代 らは不満をいだいて10月2日にいたって帰村 した。 それで もただ1人,直
接 に面会 し得た大石正已農相の,地 方長官 の手続 きを経 ての総代 の陳情越 らば,願 意 も貫徹 され る











(7)「田中正造全集 」第14巻465ペ ー ジ





(17)「田 中正造全 集」第:14巻543ペー ジ
(18)右 同 第14巻545ペ ージ
(19),(20),(2重).東京大学経済学部図書館文書 、














曇天の大挙請願運動が終 っそ違えた明治諺年 は,憲 法保護を請願するために,明 治憲法体制の枠
内で, 村役場→郡役所→県庁→政府べあ陳情 とい う初期の立憲的運動に立戻 り,選挙運動に努力 し
た時期 であ った。
基本的には31年以来 あ請願上の諸問題 は何一つ解決 していなか ったか ら・請願手続‡の変更と・
そのため町村役場より直接陳情 を うオる立場にあった郡役所の責任追求が,同 趣 旨の請願内容で行
なわれていた。その うえ都会,集 会へ の働 きかけも従来以上 に努力 されたが このことは請願自体
が, 選挙民の代表 としての鄭会,県 会議員の狂蕩を螂要 としたという側面のみでな く,免租 にとも
な う選挙権喪美音の多 くが被害者であるところが ら,余計に被害地の意向を代弁す る議員の獲得に
は注意がは らわれねばな らなか った。 ときあたか も地主小作関係の体制的確立期であっ#こ ととも
関係 しよ う。 その意味でこの時期 もまた 「立憲的」であるが故に,雪颪の処置としての免租の必要
性 とその延期継続願,お よびこれよ り生ずる公民権資絡 の喪失問題 が,町 村 自治 の 破壊問題 と し















1, 鉱害ハ継続加害ニ シテ漸次二其度 ヲ高 メテ尚将来二継続 スルモ ノナ リ,目 下被害 町村 ノ自治
ノ実 力 ヲ失 ヒタルハ,去ル明治十三年 ヨ リ被害 ノ土地 ヲ生 シ,漸次 二其 被害 区域 ヲ広 メタルモ
L
ノナ リ。政府八二十九年 ノ洪水 二乗 シ鉱害海港浸入地.ノ範 囲ニ ヨ リテi免 租処分 ヲ為 ス・ト共
二町村公民失権 ノ結果 トナ リ,国家 ノ基礎 タ リ財源 タル町村 ノ実 力 ト,自治 ノ機関廃滅 二至 リ
タルモノ有之ノ現状二立至 レリ。現二栃木県足利郡久野村群馬県邑楽郡大島村ノ如キ地形平
坦 ノ村 二於 テハ,全村均一 二被害 ヲ蒙 ムル ノ土地 二依 リテハ公民権 ヲ有 スノkモノナキ三至 リ,
τ
為 メニ村会ハ成 立 スヘ キ要素 ナ ク,村 長以下 ノ公民吏ハ其職任 ヲ帯 フル資格 ヲ失 ヒ,為 メニ
自治 ノ機関ハ其運転 ヲ休廃 シ,一 村実二無 政府 ノ有様 包有乏候。只 残忍ナル地方税務吏 ノタ
メニ宅地免租 ヲ許サ レタル ヨ リ,有形上 仮令公民権全滅 二至 ラサルモ,渡 良瀬川沿岸 被害地
及 ヒ此川二接近 セル池 沼 ノ周囲 ニ シテ,地 形 低窪 ノ対 々二在 テハ,其 十中八九ハ町村 ノ実力
ト生業 トヲ失 ヒ,甚タ シキ八一村僅 カニ三四 ノ公 民有 権者 ヲ存 シ,十中二三 ノ有租地 ヲ剰 ス ノ
ミノ場合二有之 候。斯 クノ如 ク シテ住民争 テカ 自治 ノ機関 ノ運転 ヲ中止 セサル ヲ得 ンヤ,村
役場凸止 ム ヲ得ス閉 鎖セサル ヘカ ラス,村税 ノ徴蚊支 出ハ之 ヲ為 スヘキ実力 ナク又 機関 ナク,
小学謙持衛生 ノ施治之 ヲ為ス ノ術 ナキニ至 リ候。故二被害地 町村ハ 自治 ノ制 ナク,町 村 ノ遵
奉スヘキ町村ノ法律ナク,周章狼狽之ヲ所轄地方郡衙二具申シ自治機関破滅村政広廃ノ事 ヲ
訴 フル モ, 郡吏等ハ多年間町村ノ監督ヲ為サス,地方官吏等ハ渾テ被害地ノ請癩ヲ阻害 シ,
甚 シキハ願 書二鉱害 ノ文字 ヲ記 セ シメス終 二多数町村 ヲ研滅 二至 ラシメ,而 シテ一旦免租 ト
,ナルや事実 ヲ隠 蔽セ ンカ為 メ,現 二公聴 ノ廃滅 ヲ見テハ一 部 ノ免租取消 ヲ促 シ,且 ヅ出願
セ シメ,或 ハ名利 ノ徒 ヲ駆 ラヒ宅地免租 ノ不利 ヲ説 キテ,案 力モナキ村落ハ対 シ徒 ラニ実 二
公 民権 ヲ制造 セ シメテ実地統計上 ノ調査 ヲ曖昧 ニ シ,甚 タ シキハ 自治機関運転休廃 ノ事 ヲ訴
フ レモ,換手二十余 日ノ後猶 ホ之 ヲ上司二進達 セサル ノ ミナ ラズ,多年間鉱害 被害 ノ人民無縫
験 ノ当時 二何等 ノ注意 ヲ興 ヘズ,今 更 自治制 ノ法律 モナキ破壊 ノ町村 二向 ッテ自治制 ノ虚説
ヲ 唱 ヒ, 或ハ高給 ノ吏員 ヲ派遣 シテ之 二管掌セ シメテ貧民 ヲ苦 ムル フヲ揮 うス,地 方官郡
"1
名 利 ノ徒 ア リ,
吏 ノ措 置既 モ如斯 ナ レハ,思 慮 ナキ被害村民 ノ之二対 スル亦云 フニ忍 モサルモ ンア リ,偶 々
一片公権 ヲ惜 ムン卑心 ヨ リ忽 チ郡吏 ノ為 二誘惑 セ ラレ免租 願 ノ取 消 ヲ出癖 ス
ルア リ・或八仙 ノ無害地 ヲ購み シ俄 カニ納租 ノeヲ 装 ヘテ1実 力 モナキ公民 ノ空 権 シ存続
一
セ シメ,其 形式 ヲ作為 シテ実カ ノ有無 ヲ誤 り,被 害地全農 三対 スル 調査上 ノ統計 ヲ素乱 シテ
其説 明 ヲ得ル能ハサ ラシメ,特 包甚 タ シキハ実力ナキ町村会 ノ権利 ヲ濫用 シ,特 別 町村税徴
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収条例 ナル規定 ヲ計 ケ,町 村会ノ決議 ヲ借 りテ当局大臣ノ認可ヲ受ケ ントス,被 害地ハ納租
ノ力 己二幅キ,此 被害地人民中ニハ却テ救助 ノ必要 スナアルニ,'此貧民二課 スルニ継続被害
地二永 ク村税地租割 ノ負担 ヲ為サシメ,其 未納ハ公売処分 ヲ行 フノ目算 ヨリ,予 メ此手段 ヲ
行 ハ ン ト期 スルモ ノス ラ有之候,地:方郡吏等誤解 タル村民二謀 リテ自ラ自治 ノ権利 ヲ撲滅 ス
ル ノ悪事 ヲ勧メ,又 死者 ノ年齢 ヲ算 スルカ如 キ曲テ無事 ヲ装 フテ,中 央政府及 ヒ国家 ヲモ欺
ク コ トヲ勧 メ シモ ノナル ノ ミナ ラス,将 来 ノ町村 自治上 二:言フヘカ ラサル紛乱 ヲ生 セ シムル
二至ル事今観場キ事 二御坐候,是 レ目下町村二自治 ノ制 ヲ破壊セ ラレ実力亦之 二伴・、サルノ
弱点二乗 シ,郡吏随意二村民 ヲ屠ル コ ト如此,政 府イ、至急条理二基 キ郡吏等 ノ虚喝 ヲ止 メ,
町村二対スル新法 ヲ制定 シテ,此 人民 ノ権利 ヲ俗チ衛生 ヲ護 シ,自治 ノ実力ノ恢復 不ヘキ適
当 ノ処分 ヲ急キ,且 ッ刻下被害地町村経費 ノ欠願二就テハ,之 ヲ国庫 ヨリ補充セシムル処分
等又速二決行相成様奉願上候
抑被害地方ハ多年 ノ加害 ニヨリ,'既二十数年前 ヨリシテ漸次 自治ノ実力 ヲ滅 シ,被 害地 ノ区域
ヲ増加 シ タル モ ノナル ニジ未 タ之 ヲ恢復 スル ノ道 二就 ヲサル ノ 日二当 リ,地 方 官 ハ 尚旧悪 ヲ悔
悟 スル ナ ク,又 善後 ノ策 ヲ講 セ ス此 ノ貧苦 ノ人 民 二対 シ,却 テ過重 ノ負担 ヲ為 サ シメ ン トス
ノレ コ トヲ村 長及 ヒ名利 ノ徒 二勧 ムル ニ至 ツ テ,彼 等 ノ非 行残酷 ハ決 シテ合 目二止 ラサル モノ ナ
リ。 又 鉱害被害地民 力窮之二陥 リタルノ事実ハ,左 ノ例証即チ鉱害被害 ノ極メテ称薄ナル土地
二徴 スルモ能 ク之 ヲ知ル ヲ得 ヘ シ 、
「 被害稀 薄地ニシテ肉眼 ヲ以テ容易 二認識スル能ハサル軽微 ノ被害 トシテ,仮 リニ地価平均凡壱
反歩金六拾壱 円二値 スル土地 ノ損 耗 ヲ概算七八,実二平均田一反歩 ノ収獲凡米二石 ヲ得ル,土地
二於 テ其二百分 ノー即チ米一舛 ヲ減ス トセハ,其価格時価二準 シ金弐拾銭米質 ノ損害,金武拾五
銭藁質 ノ損,金 拾銭肥料及耕作力 ノ損,金五拾銭土地売買値段 ノ下落,十ケ年問僅カニ金五円 ト
仮定 シ,一ケ年平均額金五拾銭ニシテ合計金壱 円五拾五銭 二損失 アリ 然 リ,而シテ事実二百分
ノー ノ減収 ト云 フ如 キハ,其 被害ハ実二肉眼 ヲ以テ識別スヘカ ラサル極メテ称薄 ン被害地ニ シ
テ,被害者 自身二於 テモ殆 ン ト注意 シ至 ラサル程 ノモノナ リ。然 リト雌モ其損害額 ノ計算二於 ケ
ル,尚以 上 ノ如 シ,況 ンや被害 ノー 層 甚 シキ土地 二於 ケル損害 額 ハ実 二驚 クヘ キモ ノア リ。二 千
余万円ノ損害額ハ被害地方ノ困窮スル所以 ヲ証スヘシ・故二現在 ノ免租 トナリタルノ土地 力・従
来如何二負担二苦 シ ミツツアルカバ,一昨年来請願書二詳述 セ リ。依 テ其被害 タル決 シテ免租 ノ
年 三始 マ リタル ニ ァ ラス シテ,過去十 数年 ノ以前 二湖 リテ既 二其筈 ノ発 生 ヲ見 シモ ノニ シテ,爾
来年々害毒 ヲ増進 シ来 りタルモ,被 害民ハ勿論社会皆無経験ナル ヨリ:不知不識 ノ間二,此 多大
ナル損害 ヲ被 ム リタ.ルモ ノニ シテ,免 租 以 前 二於 テ 強テ其実 力 ナキ ノ負 担 ヲ為 サ シムル コ ト幾
十年 ナル ヲ知 ラス,其長 キハ明治 十三 年 ヨ リ同二十 九年 二至 リタル モ ノア リ,此ノ如 ク内外 ノ損
害 負担 ノ困難 ナ リシ度 ハ,.実二世 人 ノ想 ヒ及 フ能 ハ サル モ ノナル ニ,加ヘテ社会 ノ習慣 上,干今
此鉱毒加害 ヲモ無毒河川 ノ洪水被害 ヲ見ル カ如 ク淡泊ニ シテ,渾 テノ判断 ヲ単一 ノ天災 ト同一
弓誤 ラ レ且ツ被害パ後年二歩ル継続被害ナルニ不均,政府モ淡泊ナル被害 ノ感念 ヨリ免租年期
極メテ短キ ヲ以 テ,到底此期間二於テ能 ク深義ノ被害 ヲ免カ レ、再度加害 ノ患ナクシテ土地 ノ実
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カ ヲ恢復 スヘキニアラサルハ争 フヘカヲサル ノ事実 ナレハ,被 害地一般 三八免租継竿 ヲ附与 セ
サルヘカ ラサル モノナ リ。然ルニ此被害地二対 シ,地価 ノ税 目ヲ以 テ義務ナキ負担 ヲナ号シメン
トスル ハ,之 レ不 法 ノ極 ト云 ハ サル ヲ得 ス。卑 寛無 轟地 ノ郡村 自 ラモ又種 々 ノ誤 聞 ヲ伝 へ,無
毒地 郡村ハ更二過重 ノ負担 ヲ免ヌカ レサル モノノ如ク誤解 シテ,喋 々其苦情 ヲ唱ルモノス ラ多
シ。且 ッ郡吏 ノ輩 モ又此誤解 ヲ為 シテ,町 村二対 スル失当ノ処置多 ク,且 ツ其実ナキニ強テ真
名 ヲ得テ空権 ヲ粧 ヒ,事実背戻 ノ自治 ヲ為サシムルカ如キ,万々被害町村 ヲ救治スル ノ道 ニアラ
ス シテ,却 テ被害地 ヲ毒スル ノ甚 シキモ ノ ト相成候。此陳情期スル所ハ名実相惇 ラサル新法 ヲ
'制定
シテ,再 度 加 害 ノ患 ヘ ナ キ ヲ保 証 シ,被 害 地適 当 ノ自治 ヲ為 ス ニ ア リ。其 実 力 ヲ挽 回 スル
事業 ノ箇条ハ甚 多多 シ ト雛 モ,其 焦眉 ノ急 ナル モノヲ撰 ミ免租地町村費 ノ欠損 ヲ'補充 シ,町 村
ノ無害地三献 テハ国民 ノ義務 二対 スル負担 ノ外,過 重負担 ヲ免 ヲレジムルニア リ。要ハ此壊廃
セル町村 自治 ノ財 源ハ国家之供給 シ,国 民五 二相助ケ相補 フノ道二依 リテ,憲 法上 ノ保護 ヲ与
ヘ ラ レ ンコ トヲ。'之レ町村 破 滅 二対 シテ止 ム ヲ得 サル ニ 出 ツル モ ノナ リ。'若シ荏 薄北 陸 二経過
セハ被害町村く直二無法律 ノ社会 ト化 シ去ル ノ ミ,況 ンや河身ノ破壊ハ年 々鉱害 ノ汎濫 セシム
ル ノ ミ,由来鉱毒被害地侵毒一 ツナラス ト錐 モ,等 シク皆 ナ将来数百年 三 法 ル 継続被害 ニ シ
テ,亦 其被害 ノ関係極 メテ複雑 ナルモノニメ,無 害洪水荒地 ノ如 キ単一被害 ノモノニ非 ス,故
二此 被害荒廃地 ヲノ,町 村税地価割 ノ負担 ヲナサシムルノ謂ハ レナキハ別 二論 スル ノ必 要ナキ
程 ナ リ。然 うハ前 ノ久野大島ニケ村 ノ如キハ勿論,全 村悉 ク破壊二王 ラサル村落 ト錐モ多年鉱
害 ノ侵害 ヲ被 り,漸 クメ免租 トナ リタルノ土地 二於 ケル村費地価割 ノ欠損パ,・国庫ノ補助 ヲ求
ムル ノ外 他二途ナキハ勿論 ナ リ。又 町村被害残余 ノ無毒地 卜雄モ,国 民一般 ノ義務二於テ'八日
二被害地 ノ欠額 ヲ負担 セ リ。然ルニ尚更二従来支出 ノ地方税及部費村費 ノ外二,被 害地二代 リ
テ義務 ナキ二重 ノ負担 ヲ為 シ得ヘキモ ノニ アラス。若 シー ノ自治団体 ノ無害地二於 テ被害地 ノ
欠損 ヲモ併 セテ之 ヲ負担 セ シムル モノ ト七八,被 害地町村 ノ無害地ハ蕾二二:重三重 ノ負担二止
ラス シテ,国 税以下村税 マテ通常五種 ノ税 二加ヘテ,地 方税以下被害地欠損 ノ負担 トナル モノ
ヲ併 七八殆 ン ト八重八種 ノ負担 トナ リ,右八重八種 ノ内圧二三重ニシテ,被 害村入合無毒地 ノ
不幸ハ巾スマテモナ久 実 二此三重ハ臣民法律上納税 ノ義務 ナキモノナ リ。固 ト被害地入合ノ
無害地ハ 国家:ノー 部 トジテ,已 二当然 ナル納租 ノ外ニ一般被害地々相欠損額 ノ補充負担 ラ.ナス
二 於 テ,国 民 一般 卜共 二二 重 ノ負 担 ハ免 カ レサル事:ヲ開陳 セ リ。 即 チ 国.民一般 平 等負 担 ノ義務
ニ シテ止 ム ヲ得サルモ ノナルモ,吏 二普通県税及部費村費等 ノ外,之 力欠損額 ヲ悉 ク補充負担
スル ノ義 務 ナ キ コ トヲモ開 陳 セ リ。 亦 其 実力 士 ノ被害肘 突力 二於 テハ,決 シテ堪 ユ ヘ キモ ノニ
:アラサル事実 ヲモ略 々之 ヲ開陳 セ リ。又 被害地町村 ノ過重負担ノ苦痛 タル一年二年 ノ短期 二終
ルニア ラス,己 『附 象セシ如 ク鉱毒被害 ノ惨状ハ将来 二継続スヘキ性質ナル ヲ以 テ,永 ク過重
負担 二堪ヘサル ノ事実 ト理 由 トハ 已二明瞭ナルモノニ有之候。然ルニ今尚噴火山下二特別地価
割税 ヲ課 シ,廃 篶疾 ノ患者 二労働 ヲ命スル ヨリモ甚タ シキ加害者 アツテ,而 シテ後此被害地人
9
民 ノアルニア ラスヤ,其 惨状固 ヨ リ同 日二語ルヘカラスシテ,鉱 害被害民ノ不幸 ナル多年鉱業
主 ノ凌辱 ト汚吏 ノ残虐 ヲ被 り,多年間二渉 リテ生命権利財産 ヲモ侵害 セ,ラレ,'又衣食 ヲ奪 ハ レ
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飢寒窮迫悲鳴号泣 シテ之 レヲ顧 ミサル如キモ,多 年聞書テ恨 タル ノ色 ナク,国家臣民 ノ分 ヲ失
ハ ス シテ此被害 ノ土地 ヨ リ多年納税 ノ義務 ヲモ惹 ラサ リシモ ノナル ニ,其 事態必 迫 セ シ今 日二
及 ンテ,猶 救 治 ノ途 立 ツ コ トナ ク シテ地方 俗吏 ノ毒 手 二委 スル トセ ンカ,被 害 地及 ヒ其人 民ハ
実二憲法 ノ保護 ヲ享 クル帝国 ノ土地及 ヒ其臣民ニアラサルナ リ
抑 キ願 クハ至急国家 ノ基礎タ リ命脈タル町村救治方法 トシテ,免租地ハ村税地価割欠額 ノ補充
ヲ得,無 害地二付テハ地方税中被害地欠領分担 ヲ免除セラシテ,町 村維持 ノ途 ヲ立テラレンコ
トヲ謹 ンテ陳情仕儀也
鉱毒処分請願同盟事務所
すなわち免租 にともな う公民権失格 による町村 自治の破壊を救 うため,町村税および地方税の国
」
庫補助を願 うものであった。被 害地町村 の無害集落 と被害集落との財政負担上の対立を回避 し,被
害地の免租分の無害地への転嫁を避けるよう要請 したのである。 もちろんこの前提 として,31年現
在 の4県 被害3500万円のほか,免 租分 と して大蔵省 への納入 が減少 した30万円 に対 し,「選挙 ノ特
権二人民貴重中ノ貴重 ノ権利ニテ,人 為ノ被害 ヲ以テ故ナク此選挙権ヲ剥奪 セラルベキ理由」① な
しとす る権利意識 と,「更二新思想 ヲ発達 セシメ着 々生命権利財産 ノ所在 ヲ研究シテ(中 略),一身
一一家 ノ安全 ト国家及町村 ノ回復 ヲ図」(3)るため に 「選 挙競争 其他 区 々タル感情 二拘泥 シテ,大 義名
分 ヲ度外視 シ鉱毒問題 ヲ軽視」(りす ることは許 されないとす る認識が伏在 したか らである。 国家の
莚礎としての町村の自立と,町村 の構成員として一家の独立とが,生 命保全を基礎 として位置づ け
られ,'相互関連する選挙権公民権を もって国家問題としての鉱害解決のために,選 挙運動 も闘われ
ねばな らぬとす る強い信念に貫ぬかれているのである。
免租処分後,選 挙権の喪失にともない請願 はもっぱ ら町村費国庫補助願いに集中し,「三十二年
度 ノ業務経営二就テハ,村 吏教員 ノ減少其他大変革 ヲ行(中 略),全ク一対 ノ事務 ヲ拠榔」㈲す るが
如 き涜状を回避す ることを期待 した。公民権を もつもの皆無とな った邑楽郡大島村では,村 長はじ
め村会議員が村税賦課をめ ぐり辞職 し,村長職務管掌者と して の郡書記新美得…は,「村費国庫補
助願」(6)を出さざるを得なかった。村税地価割および反別割は鉱害被害で無理な うえ,土 地に課す
る特別税 も困難であ り,ま して疲弊 した農家に課す戸数割は考え られないとい うのである。
このような町村 自治を基本とす る国家,政 府への働きかけは,大 挙請願後は町村 レベルか ら郡役
所に集中した。明治32年1月2711,植野村植野の金子店で闘かれた両県被害村委員会に お い て 安
蘇,足 利,邑 楽三郡役所への陳情を決議 したが,こ れにともない31日には植野村東光寺に約600人
が集まり,郷長や新任知事に請願の斡旋尽力を願 うべ く安蘇郡役所へ押 しかけている。請願の斡旋
とは,従 来被害民 より提出 した町村費欠損額の国庫補助願,堤 防改築河身改良請願等のほか,数10
件の願書についていまだ何 らの返答がないのは,地方官庁たる郡役所の職務怠慢であると,そ の理
由を部長に糺すとともに促進を働きかけるためであった。
この後,邑 楽郡役所,足 利郡役所にも同 じよ うに陳情 した被害者が,郡 役所 の迅速な役割を期待
するどともに,当面の要求 として提起 した条件は,被害民の救助,被 害地の回復,村 税欠損額の補
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助金下付,賠 償2000万円の下付 の4項 であ った。 いずれ も何回か請願 された もののなかでは, と り
あえず緊急な ものであった。 これ らの要求 に対 し,栃 木県 の新任知事溝部惟幾 は急拠,被 害地を視
察 し安蘇,足 利郷長 と協議 したが,所詮は地方官 の手に余 る問題 であった。
一 方 ,栃 木, 群馬両県会の動 向をみれば,栃 木県では30年県会で議長 はじめ藤 沼友次郎,関 口忠
太郎,湯 本 荘一 郎, 新井保太郎ら安蘇郡選出の進歩派 (憲政本党)を 含む20数名 によって陳情書が
関係当局に提出 された。 これ は渡良瀬川沿岸 におけ る善後策 を講 じよ うとするな らば,鉱 害水害の
2者 ともに防禦策が行なわなければな らないのに,鉱 業主 に対 して鉱害予防命令を発令 した にとど
まり,河 身改良 については何 ら策を示 してはいない として当局の無策 をな じるものであった。 この
年12月の通常県会で も国庫補助による築堤 と,鉱 害被害地県税欠 損額 につき特別補助を建 議 した。
群馬県会 も12月通常県会では被害地選 出県会議員 を中心に して,① 水 源酒養のため足尾銅 山附近の
森林 の伐採を禁ず ること。②渡良瀬川及び支流沿岸森林 の伐採 を禁ず るごと。③渡良瀬川および小
支流に砂防工事を施すことを鉱業主に命ずること。④渡良瀬川堤防工事に堤外地の土砂を使用しな
いこと。 これ によって生ずる損害 は古河 に命 じ補助 させ ること等を骨子 とする建 議を可決 した。 こ
れ とともに渡良瀬川沿岸の被害地を原状 に復せ しめんことを求め,同 川堤防修 築工事 および凌漂工
事費の一 部を古河 に負担 させ ることを建議 した。県税地租割 の徴収猶予,免 租地 への喋税還付 など
も同時建議 され, 盛 俊上 った被害者 の請願行動 にできるだけ応 じよ うと したのであった。
31年には栃木県会は7瀬 川改修工事および堤増強築に関する建議,県税欠損額に対する全額国
庫補助の建議を行った瓶 これは地租条例の荒地処分 による公民権喪 失を批判 レ,被 害地復:旧,河
身改良等 に対す る園の財政援助を求めた もので,群 馬県会 と同様であ った。だが これ以後,被 害地
か'らの惨状の報告 にもかか わ らず鉱業停止 を求め る声す ら聞かれな くな り,被害地が最悪の状態に
おちい った32年には,両 県会 とも一本 の建議す ら出す ことはできなか った。
当時 は府県制が実施 され,部 会 も成立 していた。栃木県 の場 合をみれば,30年7月に実施 され郡
会議員 も選挙 されたが, その結果 は中立派110名に対 し進歩派46名,自由派29名で あ った。 旧 目由
党系の 自由派は河 内,那 須, 下都賀郡 に勢力があ り,旧改進党系の進歩派は安蘇郡,上都賀郡に勢
力があった。 当時 の安蘇郡は都会議員20名の うち中立派9名, 進 歩 派11名で あ っ た。
32年9月,には第2回 都会議 員選挙 が実施 され、 第8表 のよ うな結果 となった。旧改造党系の減租
第8表 栃木県都会議員政派別表 (明治32年円月)'
"冨一 一 一,
㍉＼趣 」 減 租 派 1増 祖 派 1中 立 派
」物 置 一 一 冒 一 一 「冒 一 曹冒}
1合 計
安 蘇 19人 0人 0人 19人
足 利 17 1 2 20
下 都 賀 3 31 9 3$
.上 都 賀 18 6 3 27
河 内 11 10 0 21
塩 谷 12 6 0 18.
那 須 18 12 0 2G
芳 賀 16 4 0腫 20





派は全県で114名で,安蘇郡を筆頭に足利,上 都賀,芳 賀郡で優位に立ち,旧 自由党系の憎相派は
70名で,そ の約半数は下都賀一郡で占めていた。第1回 選挙 と比較 し,中立派の減少による減租派
の増大が全県的に指摘できよう。 このことは鉱毒被害問題 にくわえて全県的な減租志向の表われを
示す もので,中 央政界 と密接な関連を有 していた。
このような県会 と郡会に対 し,被害民は問題への対応の遅 さに歯がゆさを感 じなが らも,期待せ
ざるを得ない立:場におかれていた。29年末に県会への働きかけが積極化 したことは前述 したが,30
年代 になってはその動向が見守 られていたに過ぎなかった。 田中正造の言葉によれば,「満場腐敗
せる栃木県会に於て尚ほ今 日まで一点の 清火を存せ し」〔7)安蘇郡選出県会議員天海浜吉は辞任 し,
補欠選挙 には反対派に通ずる薪井保太郎県議派 に乗ぜ られることを警戒 した程度である。正造 によ
る県議の評価は,「実に栃木県会 には関口忠太郎氏なければ県会之面目毛 もな く。氏は鉱毒事件に
は「百余 日東京にありて,非 常之散毘 と尽力 と有之候。又藤沼氏 も関口氏の如 くには至 り不 印候得
共,是 亦 出京 して屡 々尽 され た り」(8)とされ てい た。 また一方 では彼 らを含 め,当 時 「鉱害 ヲ議会
二尽加 シ人。,小堀賠 照 臨 関。忠太郎,藤沼獄 郎,秋躇 三郎,塚礁 三良繍 原
経 武」(9)とも指 摘 してお り,や は り安蘇郡選 出県議 が中心 と なって活躍 したよ'うであ る。
それだけに選:挙運動には注意され,「国家問題の責任者の第一たる田中正造 に郡県会の競争に尽
力」(10)させ ていた。正造 は 自己の手足 とな る青年 会 を して郡会 に働 きか けると と も に,「足利都会
昨25日,栃 木県 会議員攻撃,木 村,、長2人 二 言な し,.我安蘇 に て も 新任県会 先住 に 忠告 い た し
度」G1)と,.郡会を通 じて県議の鉱毒問題に対する忠誠を促 している。 その うえ 「県郡町村会の責任
頗 る重大」(12)として,出 京運動 の先 頭 に立つ ことを勧告 していた。
正造や被害地の働きかけのわりには県,郡 会 ともに全般的に対応 はにぶかった。正造 が県 ・都会
議員 を中心 とす る 「智識 ヲ有 スル諸君 二怨 言」(is)せざるを得 ない状 態 が続 いて お り,安 蘇 郡会が鉱
毒 問題 に関 し建 議 したのは,31年11月の臨時都会 と34年7.月,37年2月都会 にす ぎなか った。31年
建議 は知事宛 に提 出され,洪水 による氾濫防止のための渡良瀬川堤塘の拡築 と,秋 山川下流の新川
開墾 による渡良瀬川の逆流防禦工事 についてのみである。減租要求の全般的風潮の中で登場す る彼
らが,'何故に積極的でなかったかは明らかでない。彼 らの立場か らする鉱毒問題の根深さに躊躇を
覚 え たのか も知 れな い。 県 会 にいた って は,「税吏 す らも2g年よ り免租 せ しものを・t両県県 会 は29
年を無 害 な りとの由決議 をなせ り。残 忍暴戻 至 らざるな し」(14)と被害民 を憤激 させ るほ どにな って
い た。
当時,全 国的に政党活動は旧 自由党,改 進党が合同 し,また分離す る時期であり,政党内閣を生
「
み出 しなが ら分離 によって旧 自由党系は政府 に接近 し,政 友会に統一され る前段階であった。栃木
県で もこの動 きは同一で,被 害地 を選挙 区 とす る第3区 では,29年3月 に改進党員 とその 同調者 ら
は進歩党を結成 し,30年11月に進歩党第3区 支部が発足 した。支部宣言および決議文 に よ れ ば・
「現内閣は勿論,凡 て藩閥的内閣には絶対的反対を為 し(巾略),大臣責任の大義を明かに し,憲政
の実を築 くること。財政上 に於 ける大革新を断・行 し,特 に営業税法の如 き は 大修正 を 加 ふ る こ
と」(ゆを うた った。一般 的決議 ではあ ったが,前 半 は鉱毒運 動 にお け る体験 か ら,こ の地 の有権者
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にとっては切実 な希求であ り,後半 はまた支援 し自らもまたかかわる被害地営業者の経営拡大の要
求 であ った。
佐野町 に進歩党支部が発足 した翌月,開 会 された第1]回帝国議会において民党 による内閣不信任
案が可決 されたため・衆議院は第4回 目の解散が命ぜ られた。 これ にともない31年3,月に第5回 の
総選挙が実施 されたが,栃 木県第3区 は前回および前 々回同様,田 中正造 と木 村 半 兵 衛(旧 自由
党)で 争 われたものの・正造 は775票を得て,単 に78票に過 ぎない木村 を大差で破 っている。前回
はjE造がgo6票,木村 が643票で あ った に も拘 わ らず,両 者 とも に票 数 を減 らし,木 村 にい た って は
激球 した理由の一 つが,鉱 毒被害 による地租減少の問題のあったことは云 うまでもない。
この選挙結果 によって・開かれた12第回帝国議会 も,戦 後財政を・地租増徴 によって切 りぬ けよ う
と した政府 に対 し,地 租 に密接な関係 をもつ農村出身 の議員が多い国会で否決 したため,:再度,衆
議院は解散 され た。 この地租増徴問題をめ ぐって一致 した 自由党 と進歩党 とは,31年6月,合 同 し
て憲政党を組織.した。8 .月の第6回 総選挙は,両 党一致の選挙運動を行 ったが,結 局,栃 木県第3
区は田中正造が760票で当選 し,95票の木村半兵衛を大差で破 ってい る。合同 した憲政党は4カ 月
後,再 び分裂 し,磨 出党系の憲政党 と進歩 党系の憲政本党に分 かれた。 これより自由党系は政府に
接近 し地租増徴案に同調す るよ うにな り,進歩党系 は減租論を主張 し,民力休養 の立場を堅持 した。
田中正造 は 「此処の非地租運動丈けは非常に御奨励,非 常 に御尽粋,青 年御中を御 引立,駆 馳運
動 なすべ き方法を急 ぎ御尽 しのほど」㈹ と,有 力者達 に書送 ったが,郡 中め有力地主を通 じて中小
地主 に激をとば し運動 の高揚をはか るとともに,鉱 毒被害に泣 く選挙区対 々の安定をねがったので
あ った。正造は 「非憎相 ノ請願,政 費削減 ノ請願 ノ材料ハ,東 京大阪 ニナ シ,皆 地方ニアルモ ノ二
俣。然 ル ヲ大 出氏 が在京 ノ学士 高橋 秀 臣氏 二頼 ミタル ノ誤 りヲ以 テ シル ベキ ナ リ」(i7)と運動 の転倒
性を批判 し,「非増税等 ノ請願ハ下情 ノ請願 ナ リ。 地主及小作人 ノ請願 ナ リ。 其材料 ハ田舎 ノ村落
ノ細民中ニア リ」㈹ とし,鉱 毒事件の材料が鉱毒地 にあ り,信 濃屋 の座上 にな く,政 府 にな いこと
を知るべ きことと同意 であ るとしていた。「細民中」における憎相の意味を考えての 発言 で あった
ことは云 うまで もない。鉱毒被害地にあってはと くに非増租運動 は,地 方 自治の主張 と結びつけ'ら
れ,地細 政の安定と地主難 破 定の立場から説かれており,そ就 け影響力も大きかったと思
われ る。
田中正造が栃木県会議員中11人が減租派に転 じ,ま す ます非憎相運動の高揚を主張 したが,そ の
背景 には第8表 にみ る如 き都合における瀟 且派議員 の麟 型 ヒみ出す動向があ。たか らであろ う。
た しか に32年段階は・栃木県 においても地主小作関係の体制的な確立の時期で,そ のことが地租増
徴派の勢力保二持を許 し,鉱 毒事件に関 しても県 都会を通 うじて冷淡 な対遜をなさ しむる原因 とな
ったことは疑いない。.だが相対的に減租による地方経済の安定 は,地 方住民 に受 け入 れやすい主張
であり,そ れが都市的性 格の強い1日改進党系の進歩派 に担われ たとは云 え,栃 木県の如 き中小地主
の多い地帯では,こ れを支持する勢力が結集するのは容易であった、 まして鉱毒 問題 により免租処
分 の体験をつ うじて・一1醐 上燗 題 には関心を深めてお り,三1体的に非増租運動 ことりくまれた部
分 も少 な くはなかったであろ う。 ここではまさに地方の実態 が減租派の運動を支えたのであった。
一36一
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だ が, そのわ りには鉱毒事件 と減租との相関が,除 害運動の中心 に据 え られて展開 され得なかっ
た とい う点で, 鉱毒運動 および非憎相運動 ともに弱点を もっていた。 「下野の政治は古河兵衛党追
々増 加 し, 県会 は漸 く過 半 とな らん。 市兵 衛党 は 自由 ・改進両 党 に増加 せ り」(18)とす る,減 租 派=
旧改進党系にも古河派の増加することがそれを示 している。む しろ上都賀郡の改進党(=減 租派)
の中心人物横尾輝吉(三 田派,右 派)は25年当時の議長と して示談派の中核にあり,30年代 にはい
っても停止派の田中正造 ら安蘇郡選 出県議(改 進党左派〉 とは対立す る存在であった。安蘇郡で も
新井保太郎 (30年10月迄)は 示 談派 で,`横尾派 に近 か った。31年12月現在 の栃木 県会 の勢 力分 野 は
全議 員32名め うち 自白派14人に対 し進歩 派18名(2D)で,安蘇郡 か らは山崎 欣三郎,関 口吉一郎,青
木清戴 くいずれ も田中派)の3人 が進歩派 として選出されていた。 このように減租派で も鉱毒問題
では必 しも鉱業停止派ではな く,憎相派の日出党県議とともに古河派に転ずるものも存在 した。
このよ うな事 態 をふ まえて,'鉱毒請 願煙動 は継続 され,・32年中 には,1,2月 の郡 役所 へ の大挙
請願後は,中央官庁ぺの上京請願を絶えず続 け,現 在,判 明 している請願は以下の如 く行 な わ れ
た 。 P ヨ■
2,月18日 村費国庫:補助願
3.月22日 足尾銅山鉱業停止 ノ.義二付再建議






同年8月22, 23日の渡良瀬川の増水 は,足 利 ・安蘇郡の無理地一帯に浸水 し,諸作物は水腐れ した
た め, 再び上京委員を選 び,知 事の添書を得て河身復旧工事の請願を行 った。 この請願 で内務省土
木局長の冷淡 な対応 に怒 った上京委員 は,煽対す ると早 々に各町村へ鉱毒委員に通知 し,雲竜寺 に
被害者 の大 集会 を開 い た。 「被害 民死 活 ・=fスル最 後 ノ方針 ヲ協議 」(21).するためで,こ の会議 にお
いて最後方針 をたて るため全権を有す る各町村1,2名 の参謀委員の選 出を決め,12ノ」には秘密会
を 開い た。 その後,.雲竜 寺の会議では河身大改修の実行や衛生保護,免 租継年期の請願などを決議
し,都会議員への部会決議の要請や,、村会決議を経ての県庁への進達 ζ政府への請願,そ の実行を
迫 るための県会の傍聴 などを行い,立 憲法な 「順序 ナル運動」に努力 した。
しか し, 都会,県 会の対応のにぶ さは如何 ともしがた く;9月 の都会 ・県会議員選挙 にあたって
は,-正造 は じめ 自派勢 力の拡 張 に腐 心 した。8.月28日に帰 省 した正造 は,栃 木 よ 、り は じめて下都
賀,「安 蘇,
'足利
,邑 楽の被害郡 を中心 に選挙活動を開始 したが,そ れは専 ら 「邑楽 足利,安 蘇三
郡ハ慨子減租派 ノ同志 ナレバ又争 フ必用 ナク,下 都賀以東諸郡 ノ如キハ増ill派及腐敗漢多 シ,故 二
下都賀 二 向テ即之 ヲ撲滅 セ ン ト日夜 奔 走 シテ,減 租派人民 及正 義 ノ人民 二助勢 ヲ加」(22)えた と い
う。 また鉱毒被害:民一同の名 において県会議員候補者 に公開質問状を送 り,自派に協力的入物か否
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かを判断 したが,そ の質問状 とその結果 に関す る報告書 はつ ぎのような ものであった。①,鉱 毒被
害は郷村 経済を破壊 し,無害地の人 々はこれを冷 眼祝するが,県 会議員の候補者 と もなるべ きほ ど
の人 は,「之力救護 ノ策 ヲ講究 スル ノ主義ア リヤ否や」(2:)。② 鉱毒激甚弛 め死亡者 に対 す る 「其
主義方針ノ那辺二存スルヤ」を問う。③ 渡良瀬川河身の全面大破壊に対し,政府は人民の請求を
いれ,去39年よ り測量 して総額 「千数首万 円ノ大工事」を計画 し予算化 した と聞 くが,被 害地 は困
窮化 し請願す らできない状況だが,候 補者た るべ き人 はこれを傍観 し,「大被害 ヲモ捨テテ顧 ミザ
ルや否」。 ④,'町村 自治破壊 の被害村や村費欠損の被害村があるが,県 税 および村税 に対 す る件を
如何に考 えるか。
以上の質問に対 し,幸 い同主義な らば我 々は賛成す るも,も し反対 意見な らば絶対 に反対せ ざる
を得ないと明確な返答を要求 した。 この質問状 に対 し,各 候補者が どの程度詳細 な返答を したか ど
うかはわか らない0報 告書 によれば,安 蘇郡県会議員候補者6名 はい ず れ も,「皆被害民救 護 ノー
日モ急ナ ラザル可 カラサル ヲ認 メタル ノ応答」を したが,6名 の う ち蓼 沼丈吉(憲 本党),村山半
(憲本党),清水千勝(憲 政党)が 当選 し,藤 沼友次郎,坂 原久平,関 口吾一郎(い ずれも憲本党)
が 落 選 し た。 ζ 卜
足利郡では候補者5名 中,木 村半兵衛,関 田嘉七郎,石 州宗吉 ら3人 が当選 したが,こ れ ら3人
は落選 した長純一郎,川 島長十郎 ともども 「従来 ヨ リ鉱毒問題 二反 シデ,百 方被害民 ノ運動三妨害
ヲ与へ元 夫 レが願意嵯蹟 ヲ望 ミツツア リシノ士」 であ った。 しかも前者3名 は 「翻然前非 ヲ洗 ツ
テ・被害民救護二尽力 スル事 ヲ誓」 って当選 したのである。 まことに ド此慮答ハ他 日事 実王 二現 レ
来ルや否 やハ,我 々が括 目シテ看サル可 カラサル」 ものであった。 また,群 馬県 邑楽郡 では候補者
5老中,当 選者荒川高三郎 と落選 した青山牧太郎,増 田市八が被害民 と同主義 と回答 したにとどま
り,当 選者3名 中の熊谷直方,増 尾小源治 は質問状を無視 し,返 答 して いない。 栃木県 よ り以上 に
群馬県の被害民 は厳 しい状況下 におかれていたよ うである。
こうした努力によって,栃 木県で は第8表 に示 した郡会議員 と,多 くの被害者 と同主義の県会議
員を当選 させ得 たかにみえた瓶 内実 はそれほど簡単で は な か った6「一つの関口氏を失 って一つ
の前議長榊原を倒 し,一 つの前議長小峰氏 を得た るは不幸中 に又一つの大幸」(24;と正造 はみ たが,
自分 あ膝下 の安蘇郡 においても,当 選者の清水は 「正造 二反対 二 あ ら ざ る も郡 市 の 大破壊 を顧
み」(25;ざる者 とみ て いた し,自 派 の蓼 沼 に も 「将 来 郡民 め ため に御尽 力 あ らん事 を」(26Jと忠 告 せ ざ
るを得 なか った。鉱毒地 の30年度 地方税還付金3万6000円の下付 は山田友 次郎の奔走 と安蘇郡選 出
の前県議山崎,関 口,青 木 らの努力 によって実現 していたが,新 任県議はこれ ら前任者の意 向を闘
いz活 動すべ しとす る正造 の期待 も,県会議員 らはみな 「議員 とな りては最早他人 の干渉 は断 る」(27)
態度 に出た らしく所詮は限界があった。「我県会 部会,町 村長及議員ハ此1300万円(渡 良瀬川改修
費一 筆者 注)ノ 催 促 ヲ為 ス コ トヲモ シ ラズ 〈鼓 二,三 年),(中 略),安 蘇 ・足 利 二 議員 ナ シ」(2E)と
嘆 く程 とな って い た。




によって選 出された原則と して明治生れの青年 で組織 し,「渡良瀬川の洪水を清浄な らしむる唯…
の方針を変ずることな く,此 目的を達するに非ずんば其組織を解かず」(29)とした。被害民 自らの若
い力 によって請願貫徹のための合議体を構成 し,あわせて運動の先頭部隊を養成す る目的をもつ も
のであった。被害地における抵抗体づ くりの一環であり,こ の こ と 自体,果 断な対外に欠 ける都
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5.',1俣事 件 と直 訴
前年来 く1り返 されていた立憲的運動は,31年9月の大挙請願に際 しての,政 党内閣の成立と憲政
党大勝 によ.る政治情勢が,鉱 毒問麺解決に有利 とみる田中正造の説得を信用 してのものであった。
何が しガ～の政党勢力へめ期待を背景 に,都 会 ・県会における自派勢力の扶植につとめ,鉱 毒問題の
有利な解決を期待 したが,.政党内閣はわずか にして倒れ,憲 政党は分裂 し,自 由党系勢力は政府に
接近 し,地租増徴派 に転ずることによって政党そのものへの不信も生 まれつつあった。 それで も団
中正造 を中心 とす る鉱毒運動の指導者が,改 進党系の減租派に所属 していたところが ら中小地主層
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の広汎な減租要求 の一般的風潮 と相 まって,被 害地 においても有権者の関心をつなぎとめ得 たが,
本来この非憎相運動が地方的に下から組織された側面と共に,上から戦略的に作り出された面をも
ってお り,し か も地主小作関係 の体制的確立期で もあったため,政 治的には複雑 な様相を描 くこと
にな った。
すなわち地方 におけ る減租要求 とい う民党的潮流 も,足 許を地主制 の確立 によってす くわれ始め
ると共 に,ブ ル ジョア勢力による地租軽減運動へのテコ入れ とい う外的条件 による政府 との対 決路
線の明確化のため に,減 租運動の在村的組織化を弱め る結果 とな った。 そればか りか 自由党系の政
'
府接近 にともな う増徴路線 の提唱は,藩 閥官僚政府への妥協を許す こととな って,減 租運動 と密着
した鉱毒運動を,政 治的 にも破産 させ る舞台装置が整いつつあ った。その意味で32年は田中並進を
中心 とす る立憲的運動の限界が公然化す る画期であ った。
32年8月の渡良瀬川洪水の後,運 動の最後:の方針 を協議す る状況 においこまれていだ被害地 は,
閉塞状況の まま33年を迎え るにいた った。33年興刀 には4口 の雲竜寺におけ.る鉱毒委員会で,r連合
村 々か らの専任総務 委員を選 出 し・運動 の先頭 に立つ青年団 の育成をはかることを 申合 わせ,同18
口の同寺 における鉱毒被害非命者の施餓鬼では,鉱 毒悲歌を嗜 って死者 に運動の貫徹を誓 った。同
21日には青年者請願上京委員 を決め,選 出されたこの50名の鉱毒青年請願委員 は,「死 ヲ決 シテ入
獄 ヲ覚悟 シ,素 志 ヲ貫 カザ レバ帰郷 セザル大決心 ヲ為 スモノニ シテ,目 テ決死 隊 ト云」ω つた。 従
来 の年長者の上京請願委員にかわ って,鉱 毒議会開設を契機に青年層 が運動の前面 に登場 した。
田中jE造もまた帝国議会 において,鉱 毒 に関す る議願書の取扱い如何 に よって は,「最後 ノ運動
二着手」すると予告 してお り,村 々にお いては被害地の青年層が隊伍 を くんで,冷 淡 な対 々φ重立
者 に対 し鉱毒運動への協力を要請 し・不穏 な状勢が続 いていた。2月4日,雲 竜寺 に600人の糠害
者が集 ま り,出 京請願委員 の通知があ り次第,大 挙請願のため上京す る準備に着手す ることを決議
し,上 京請願委員 と大挙請願準備委員 を選出 した。上京委員 は翌5日,'ただちに準備 してあ った請
願 書を もって郡役所 に出頭 し,郡長 の奥印を要求 したが,邑 楽郡では熊谷部長が 「過激ナル処 ア リ
トテ却 下 シ タル ヲ幸 イ直二 」(2)上京 した。
部長 よ り却下 された過激文書 と して の請願書は,つ ぎのような 内容 で あった。「誕テ法 ヲ蔑 ミ法
ヲ濫 シ,無 経験 ノ社会 ヲ欺 キ偽 りテ被害民 ヲ陥 邦 之 ヲ苦 シ之 ヲ虐 ケ,屡 々請願 ノ通路 ヲ遮断 スル
二多 クノ国費 ヲ濫用 シテ窮民 ヲ撲滅 シ,各 省多年五二責任 ヲ避ケ被害民 ヲ悩 シ,或 ハ路頭 二飢 シ且
ッ加害者 ヲ援 ケテ追年侵害 ヲ増加 セ シメ,終 二多 ク人 ヲ殺 シ,尚 我等被害民 が行政府及帝国議会 二
捧呈セル憲法 ノ保護及生命保護 ノ請願ハ,共 二十三議会二於テ両院 ノ採用 セラレタルニモ拘 ラズ,
政府ハ此議決モ無視 シテ憲法上 ノ保護 ヲ然 サザルニア ラスヤ」(3)と政府を告発 し,被 害者 の 「生命
臨
ヲ救 フ能ハ ズンバ,寧 日我等臣民 ヲ段数 セ ヨ」ω と迫 った。 かかる言辞 を逸脱 した文章 は,.彼らが
述べ る通 り 「秩序順次二期 リ,自 家 ヲ救護 スルノ道」を杜絶 されたか ら1こほかな らなか った。
これを契機に被害各村で上京の準備を開始した。同8日には在地の雲竜寺事務所と在京の芝口車
「
務所 との間の往復が激 しくな り,状 況は一段 と悪化 一した。雲竜 寺では会議が続 けて もたれ,周 辺 に
配置 された群馬,栃 木,埼 玉3県 警 の警備を見 きわめ,雲 竜寺の焚鐘 を 合図 に各種 の 警鐘 を鳴 ら
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し,警察力を分散する策 も講 じていた。各被害村々と雲竜寺 との往復 もはげしくなり急迫 した状況
が続 いて いた。
2月12日午後6時,被 害地の委員および青年層の代表的人物 ら100余名は雲竜寺 に集議,い よい
よ上 京の直接的準備をF3f.始した。午後7時 には雲竜寺の警鐘,太 鼓,法 螺貝を鳴 らし集合の合図を
す ると,被 害民は寺付近に蟻集 し喧燥を きわめた。13日午前2時 には700名に達 し,午前8時 過 ぎ
には 「隊伍 ヲ整 イ,野 口春蔵騎馬ニテ先頭二立チ,左 部彦次郎,山 本栄四郎其 ノ他 ノ指揮役隊伍二
介在 シ,大 出喜 平最後 二副司,二 千 五百余 名 ノ大部 隊ハ雲竜 寺 ヲ出発」(5}した。 この一隊 は館 林町
に直進 し,邑楽郡役所および警察署 にかけ合い,午 前10時には川俣で警官隊と衝突 した。
この時 の様子を永島与八は,「何 しろ我 々の方 は警官 と格闘などす る意志のある筈 な く,只上京
したいと云ふ一心で居 る所へ,出 し抜けに乱暴極まる不意討に会 ったのだか ら溜ったも の で は な
い。殊に警官の方ではサーベルで殴 ぐる衝 く,其上,手 拭に石を包んで所選ばずぶん殴 ると云ふ乱
暴ぶ り。 我 々の方 は無手で無抵抗で警官の為すがままに任せるより外致方はなかった」㈲ と述 べて
いる6一 種の警官暴行事件であった。この事件を川俣事件 という。
翌月か ら大挙請願関係者 に対 し,「兇徒囎集罪」 の名 において検束がはじまった。 久野村長稲村
与一,界 村助役野口呑蔵 ら68名が自宅で逮捕 された・ このうち38名は前橋地方 裁判所に拘留 され・
18名は 自宅拘 留 とな った。 この事件後,3月 頃 よ り再 び運動 は は じまったが,事 件の後 遺症 は深 く
もり上 らなか った。7,月9Rに は兇徒 囎集事 件 の予審が終結 し,野 口春 蔵 ほか22名が重 罪,'島田団
蔵ほか37名が軽罪,荒 井嘉衛 ほか16名は証拠不充分で無罪 となった・ この予審決定=書によれば木挙
請願の指導者層が重罪 になったが,そ れ らには西部総監稲村与市,総 指揮官野 口春蔵 大出喜平,
郡監の永島与八,室 田忠七,青 木金次郎,亀 井明次,山 崎鐘次郎,栗 原宰次郎,岩 崎佐十,持 斎茂
吉,大 字指揮官の計楽常八,福 田和寿蔵 小林善吉,川 島元次郎,会 計係の庭田恒吉,家 福元吉,
このほかやはり指導的立場にあった左部彦次郎,黒 崎禅翁,山 本栄 四郎,谷 津富三郎,小 山孝八郎
らが含 まれて いた。
川俣事件以後,地 元の士気が低調化す るなかで,明 治23年以来,帝 国議会を中心 に鉱毒問題解決
`
に努力 してきた田中正造は代議士の職を辞 した。すでに32年6月減租運動の最中,政 府の議員歳費
増加案 に憲政本党126名を代表 し,反 対演説を行 った田中正造は,7票 差で敗北 した結果,「正造
ハ直接 二演説の精神と全党の責任と社会の道義を維持」(7)するため歳費辞退を申出ていた。33年2
月憲政本党を脱 し,全人民的な立場か らめ鉱毒問題への取組みを宣言す ると と も に,「名実相同じ
き言行の政治家を御選抜あ りて(中 略),地方郡衙及村長モ民 ヲ愛 スル ノ心 アノヒテノヲ挙」⑧げるべ
きで あると,愛民主義の立場 か ら地方 自治の確立を訴えた。翌34年1月には 「正造国会議員も今 日
●
で切 り上 げ ます(中 略),老 へて止む な く辞退 して後 進者を 出 さみ と決心 」(9)した。
当時,正造は憲法上の保護要求の請願は衆貴両院で可決されているにも拘わ らず,実施されないの
は 「中央 と地方の行政府 と地方県会」(10}の無能のためとみてお り,そ のことが川俣事件の直接的原
因と考 えていた。地方議会の荒廃の深化 に対 しては,「主義 と道義 とを重 ん ず る」㈹ 壮士の養成 こ
そ政治腐敗の解決策と述べたが,こ の壮士 こそ 「平等,自 由,公 共,自 治,自 活等 ノ正 シキ空気中
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二生息スルモノ」(12?であった。鉱毒問題 と関連 して鉱毒非命者 の研究 を通 じて公共 に周知せ しめ る
こ と は, この壮士的立場の延長にあった。そ して まず町村会 において 「一,天 賦 ノ人権,二,法 律
上 ノ人 権, 政府及 村役場 ノ責任,四,国 民同胞 ノ責任」σ3)の研究を通 じて,昂 衆的立憲国家 の自治
的樹立を期待 していた。
だが現実 は非常 に厳 しか った。34年には腐敗社会は一一層極 まったと判断 し,10月23日に衆議院議
員を辞職 した。選挙 区への議員辞任通知 には,職 責を全 うで きなかったことを詫び これよ り被害
者 と共に鉱毒問題の解決 に従事す ることを誓 った捜 すでに この時 には最後の大仕事 としての天皇
直訴を具体的に計画 していた。
9 同年12月10日,天皇が帝国議会の開院式 に出席 した帰途,田 中正造は直訴を決行 した6正 造 自ら
起草 し幸徳伝次郎(秋 水)に 文体を修正 して もらった直訴文 によれば,鉱 毒被害 の現況 は政府が土
地人民を劣 りみないためと告発 し,「数十万生 霊 ノ死命 ヲ救 ヒ,居 住相続 ノ基 ヲ回復 シ,其 人 ロノ
減耗 ヲ防過 シ,且 我 目木帝国憲法及 ビ法律:ヲ正当二実行 シテ各其権利 ヲ保持 セ シメ,更 二将来国家
ノ基礎 タル無量 ノ勢力及 ビ官財 ノ損失 ヲ断絶 スル」(1りことを願 っていた。鉱毒問題 に理解 を示 して
いた毎 日新聞は,社 説上で直訴の如 き非立憲的行動 は行政 と議会の無能1こ起因す ると して社会の良





(6)永 島与八 前掲書367ペ ージ
(7)全 集 第15巻135ペ ー ジ
(8)全 集 第15巻145ペ ー ジ
(9)全 集 第15巻216ベ ー ジ
(10)全 集第15巻193ペ ー ジ
(11)全 集第1臼巻219ペ ー ジ





根強 く貫徹 していた ことは既 に述 べてきた0そ こでは町村 自治は主 に被害 によ る免租処分の結果 と
して, 公民権喪失 によ る選挙 ・被選挙権 問題 と,町 村税激減 による自治機関め運転不能問題 と して
説 かれていた。 この観点は 「地形平坦 ノ村」で 「全村均一二被害 ヲ蒙ムル ノ土地」(t)に顕著 にみ ら
れたが! 他方では 「名利 ノ徒」(2)の存在 する村 では,彼 らは免租願いを提出 しないばか りか,.無害
地を購入 しで公民権 を継続 し,実 力な き町村会の権利を濫用 して,特 別町村税 徴収条例を制定 し,
当局の許可の もとに被害地 の貧民 に村税堆租割を負担 させる状況 も起 っていた。 この後者の立場 は
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同 じ被宅地の内部 における対立 としそだけではなく,同村内の被害地 と無害地 との間にも起 り得 る
問題であった。鉱毒嶽甚地の舟津川 と同じ植野村の他集落 とが,村 条例をめ ぐって対立 した前述の
事 例 はその一 つで あ る。
この問題は鉱毒停止運動を組織する場合,根 本において重大な問題を含んでいるばかりか,町 村
ρ
自治,地 方 自治を考える際 の根底にもかかわる問題 となる。鉱毒停止運動を明治20年代の町村行政
機構に応 じた示談体制か ら,30年代初頭の中貧農層主導の推進体制への変化 とみる研究史において
もダ青年行動隊の運動前面への登場を指摘するほど,こ の商題 との関連は明確になろてい るとは思
われない。運動推進の体制はすでにみたように,必 しも中貧農層主導の体制に変化 したわけではな
く,む しろ20年代の町村行政機構を利用 した指導部の組織は,相 かわ らず30年代にも継続 し て い
た。す なわち運動の激化 ・深化の過程で中貧農の要求が相対的に比重を増 したものの,村 落行政組
織と運動推進体制 とは=致 してい幽たことにみ られ るように,運 動そのものに一定の限界 を 課 して
いた。運動の中心地としての疲害激甚地が,運 動の敗北後,村 落活動に中貧農層休制を成立 きせ得
ず,容 易に他の村 々と同様に行政村に従属 した自然村化,換 言すれば地主体制に包摂された中貧農
層が政治的にも経済的にも復活量 る根拠 は,本来 的に運動の内部に内包 されていたとみ られるか ら
L
で あ る。
この問題は町村 自治を基礎 とす る人.民国家の内実的樹立を説 く場合の重要な観点となるが,そ み
全面的検討は後 日た譲 らざるを得ない。 ここでは一例と'して鉱毒被害地犬伏町の事例を紹介 し℃お
こう。 この町はすでに本稿において中心的に論述 した町であるが,こ の町は無害地の大字富士,韮
川,大 栗,富 岡,1浅沼の ほか被害地 大字犬伏;鐙 塚,西 浦,黒 袴 によ り構成 され,'町長 は22年よ り
35年までに韮川の板橋六郎,犬 伏の橋本吉郎,鐙 塚の山崎欣三郎,犬 伏の福 島与十郎 と交代するよ
うに,町 政`ま旭対的1こ大地主の存在する被害地の犬伏,鐙 塚をri1心に担当 してお り,犬伏 出身の県
議川島治車が改進党県議として,また鐙塚の山崎欣三郎も町長辞任後は大挙請願運動期の改進党県
議 として活躍 してお り,町全体が改進党系の地盤で,し か も田中正造の選挙基盤であった。 この町
の鉱毒運動推進体制 と階層 との関係は,す でに第6表 でみたとうり10町歩以上の 地主層を 指導者
(町長)に,多 くは3町 歩以上 の所有者 が主導 して いた。 ・・
この犬伏町鐙塚では鉱毒被害が拡大した明治27年と31年に;つ ぎの 如き大字規約を 決 め て い
た 〔3)。
第3条 他人 ノ耕地山林原野等二・出入 シ,作毛荒 シ及 ヒ地主 ノ承諾 ナク落葉下草決 シテ刈取ルヘカ
ラス。 亦畦畔 ノ草等 二於 ケル モ濃 リニ刈取ル ヘ カラザル モ ノ トス。`'
第4条 漁獲営利 ノ為 メ,他 人ノ田地二出入 シ作毛 ヲ損傷 スルハ勿論・用水 ノ排入断シテスペカラ
サ ル モ ノ トス。
第5条 木規定 二違反シタルモノアル トギハ,'有人 ヲ問ハス金弐拾銭以上,金 弐拾 円以下 ノ違約金
ヲ料 ス ヘ シ。
この規約 は字内の耕地保護を目的に,地主層の土地所有権の確認を前提 に,そ の妨害停止を認め合
ったものである。27年8月に一旦確認 した規約が,鉱毒被害が拡大 し特別免租が問題となった大挙
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請願運動の雌牛の31年9Aに強化 され,再 確認 して い る。宇 内で全戸連印の後 に協議員(区 会議
員)13名が連署 し,区長 山崎鐘次郎(鉱 毒運動の青年行動隊長 とも云 うべ き立場の人物,宇 内の最
大地主)の 奥書を もって町長 と警察著長に届 出 している。 これ は規 約が罰則規定を もち公 的強制力
をもつための裏付けであ ったが,こ うして鉱毒被害 の一層の拡大 と並行 して地主的土地所有保護,
強化 も7方 では進行 していた。
当時,安 蘇郡では 「自作者 は年 々減少 し,小 作者 は増加す る傾向」ω にあ り,小 作料 も急増化 す
る時期であ った。犬伏町では黙祷,富 士,大 栗地 区の小 作人 らは 「小作人 同盟 」を組織 し,小 作料
減免の要求 に立上 るほどであった。鉱毒停止運動の中で地車小作問題 が留意 されるの も こ の 時期
で,す でに田中正造が被害地における小作料 引上げについて批判 してい た。 また一 方では免租問題
が生 じて免租地 における小作地 の免租金卑分問題 について も,つ ぎのよ うな提言を してい る。鉱毒
被害魚租地の地主 と小作人 との問に対立を生ずることは,加 害者古河 市兵衛を忘れ,「 被害民同志
が無用 ノ衝突 ヲ為」(5)すこととなるので,相 互に和合すべ きだとい う。 そのためには地主は被害民
の現状をよ く知 りガ小作人は地主 が多 くの諸腰費Q負 損者で あることを配慮 し,被 害稀薄地の免租
金額配分比 は,た とえば免租3円 の場合は1円 は請願諸費 に控除 しゴ1円 は地主取分,豆 円は小作
人に与 うべき分 であ る。地主は田畑耕地の損害によ りその年 の損害補償 をせねばな らず,小 作人 は
肥料手間代の損失を補わねばなら砕からという・鉱毒濃厚地は地主の損失多大であり,小住料減額
も行 なわれているが,こ れ らは被害状況 に応 じて 「被害人同志間ハ五二公平 ヲ保」{6)つべ きもの と
したσ
被害者相互間の 「和合」を保つため,地主小作間の三等分の免租金配分比率を示 した右の提言
は,具 俸的にど甲程度の実効を もったか は不明である。 しか し,大 挙請願運動解)最中,地 主層の椎
利確認(ρ,ヒに小作人 との調和を図 ったことは,、・運動 自体が進展す る地主制の確認を前提 した調和的
行動であ ったことを示 してい る。つま り,犬伏:町にみ られた地主小作 関係の強化,進 展上に成立 し
た行政機構 と,そ れに專づけ られた地主的土地所有の強化を基礎 としており,運 動牽つ うじて描か
れた輩造 ら⑱町村 自治および地方 自治像 が,中 貧農層を基盤 とす る人民 自治に主観的iと到達 しなが
らも,現 実的にはそれは客観 的存在 としての地主制 との調和的次元 で しか成立 し得 ないものであ っ
た。鉱毒事件は足尾銅山に代表される日本資本主義の確立期に,渡良瀬川沿岸農村に集約的にしわ
寄せされた鉱毒被害の弁償運動 として発些 し,被害回復のための免租 と重 な りあ った減租運動を随







(4)下 野新 聞1男 治43年12∫」8回
転
(5),(6)明治32年「地主 ト小作人 トノ和合策意見ノ草稿」東大経済学部図書館
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AshioMinePollutionProblemandtheLocalAutonomy
TakakiWatanabe
Ifjswe1lknowntodaythatthedamagefromAshioCopper-minepollutionposedagrave
socialprobleminthe1890sitTochigiPrefectureandreachedltsculmlnationintheearly
1900s.
Inthisarticlewearemainlyconcernedwiththeconnectionbetweenthedevelopmentof
thematterandtheIocalpolicyofTochigiPrefecture.Aboveallweshal董concentrateon
thecampa量gnsbythesufferersfromcopperpolsoning一 三nwhatpoliticalsituationsthey
struggledtowinthelrownrigllttolive～;andwhatroletheprefecturalassemblyplayed三n
thematte・asawh・leP・
Afewwordsmoremustbesaidherewithregardtothetreatmentofourpropertheme.
Firstitwillbeshownthatthemainfunctionoftheprefecturalassemblywasinundertaking
ofmediationbetweenthesu旺erersandtheminingcompany.Second,itwi垂lbeconsldered
出atastheattemptofmeditionbytheassemblywasinvain,thepeopleinthecopper-poisoned
districtbegananenergeticcampaigntostopmining,folioringtheleadersh三pofSyozo
Tanaka,amemberoftheHouseofRepresen毛atives,orhiscomradesintheprefectur役1as-
sembly.Third,itwillbeexplalnedthatthepeopledec量dedtofileadirectpetitiontostop
miningwiththegovernmentbecauseo正thespreadofdamage三n出edistrict,an(lthispetition
impliedatthesametimethatithadbroughtforwardacla三mtothelocalautonomy.Fourth,
三twillbeobservedthatlnsp玉teoftheso・ca主1edKawamataTroubleandapetitiontothe
Emperor,iton藍yaggravatedthetrouble,andindeed,theploblemasawholebecameacute.
Fromwbathasbeensaidaboveitcanhardlybedoubtedthatthegovernlnent,atthe
costofthelocalpolicyorautonomy,daredtolaunchoutonthewaytowardsthecapitalist
country.Inotherwords,bythepolicyofencouragingthecopPerminingin{1ustry,the
governmentorientedtothecapitalistsocietyinevitablysuppressedthepossibilityofandthe
claimtothelocalautonomyjustgerminatedin出ecopper.poisoneddistrict,andalsoitmay
besaidthatthepeopleincludingthesufferersinthepartofthecountrycou夏dnotprove
山emselvesamatchforthegrowinglandedclass,andthereforetheycouldnotbuildup出e
soundfoundationofthelocaiautonomyortheself-government.
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